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１．法人の概要 

 

（１）基本情報 

   〒420-0857 

   静岡県静岡市葵区御幸町 20番地 

   学校法人 静岡理工科大学 

   理事長  杉浦 哲 

   TEL：054-204-2490 

   FAX：054-252-2700 

   H P：https://sist-net.ac.jp/ 

 

（２）建学の精神 

本学園は、１９４０年に、“技術者の育成をもって地域社会に貢献する”を建学の精神

として設立された。 
以来、今日までこの精神を継承し、現在、静岡理工科大学を中核に、２つの中学校、２つの

高等学校、５つの専門学校、２つの各種学校からなる総合学園として特色ある教育を行っている。 
 
１９９１年に開学した静岡理工科大学は県内唯一の総合理工系大学として、これまで９，０００

名を超える卒業生を輩出し、「豊かな人間性を基に、『やらまいか精神と創造性』で、地域社会に

貢献する技術者を養成する。」を建学の理念とし、「教養教育」、「専門教育」、「やらまいか教育」

を柱に研究力を高め、モノ作りからコト作りに至るまで学生の主体的な学びを尊重し、企業との

共同研究や地域との連携活動を通じ、専門力だけでなく人間力を育み、理系の思考で産業界を

リードできる柔軟で活発な人材の育成を目指している。  
 
中学校、高等学校では、２０１０年に「静岡北中学校」を、２０１１年には「星陵中学校」を

開校し、それぞれ静岡北高等学校、星陵高等学校とともに、進学をめざす新たな中等教育として、

私立校ならではの「選ばれる」中・高一貫教育を推進している。 
 
専門学校では、絶えず変化する実社会の人材ニーズに合わせ、情報、デザイン、保育、サービス、

医療事務、ビジネス、製菓などの幅広い分野で“職業実践型人材の育成”を目標に、産業界が

求める専門知識や技術の修得に加え、高い人間力を養うためのキャリア教育を展開している。  
２０１１年に「浜松日本語学院」、２０１７年には「沼津日本語学院」を開校し、国内の専門学校

や大学への進学を志望する海外の留学生が、高い日本語力を習得して日本と海外との懸け橋とな

り、広く世界で活躍出来る人材となれることを願い教育活動を実践している。 
 
本学園は、今後とも静岡県全域に拡がる総合学園としての強みを活かし、「中・高一貫教育」、

「高・大一貫教育」、「高・専一貫教育」といった多彩な教育連携をもって、地域社会に根差し、

地域から日本そして世界で活躍する有為な人材を送り出していきたいと考えている。 
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（３）学校法人の沿革 

昭和 15 年 5 月 静岡県自動車学校開設。 

昭和 27 年 3 月 学校法人として認可を受ける。 

昭和 31 年 4 月 静岡県自動車学校に整備課を設置。 

昭和 37 年 9 月 法人名を学校法人静岡県自動車学園に改称。 

昭和 38 年 4 月 静岡県自動車工業高等学校開校。 

昭和 45 年 7 月 静岡県自動車学校から静岡産業技術専門学校を分離開設。 

昭和 48 年 4 月 静岡産業技術専門学校に電子計算機科を設置し、コンピュータ教育を開始。 

昭和 51 年 4 月 学校教育法(専修学校規程)により静岡産業技術専門学校が専修学校(専門課程)として認可。 

昭和 52 年 6 月 星陵高等学校がグループ校に加入。 

昭和 55 年 4 月 静岡県自動車工業高等学校を静岡北高等学校に校名変更。静岡産業技術専門学校に情報処理科

を設置。 

昭和 57 年 4 月 静岡北高等学校に普通科を設置。 

昭和 58 年 4 月 沼津情報専門学校開校。 

昭和 59 年 9 月 静岡文化服装専門学校がグループ校に加入し、静岡文化専門学校に校名変更。 

昭和 60 年 4 月 浜松情報専門学校開校。 

昭和 63 年 4 月 静岡北高等学校に工業技術科を開設。星陵高等学校に英数科を開設。 

平成元年 4 月 静岡産業技術専門学校新校舎完成。 

平成 2 年 4 月 静岡北高等学校に理数科を開設。 

平成 2 年 7 月 学校法人静岡県自動車学園より学校法人静岡自動車学園が分離。 

平成 2 年 12 月 学校法人静岡県自動車学園を学校法人静岡理工科大学に改称。 

平成 3 年 4 月 静岡理工科大学開学。 

平成 6 年 3 月 静岡産業技術専門学校、沼津情報専門学校、浜松情報専門学校の校舎を増築。 

平成 7 年 1 月 文部省（当時）より当学校法人の専門学校の当該課程を修了した者を「専門士」と称すること

が認定される。 

平成 8 年 4 月 静岡理工科大学に大学院を開設。 

平成 9 年 4 月 静岡文化専門学校を静岡デザイン専門学校に校名変更。 

平成 9 年 6 月 静岡デザイン専門学校新校舎完成。 

平成 10 年 12 月 静岡北高等学校新校舎完成。 

平成 11 年 4 月 静岡理工科大学に情報システム学科を開設。 

平成 12 年 4 月 静岡北高等学校に国際コミュニケーション科を開設。 

平成 13 年 4 月 静岡北高等学校、星陵高等学校から静岡理工科大学への高・大一貫教育を開始。 

平成 17 年 4 月 浜松情報専門学校が浜松駅前に新校舎を建設し移転。 

平成 20 年 4 月 静岡理工科大学に総合情報学部を開設し、併せて、情報システム学科募集停止。 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校、静岡デザイン専門学校浜松校を開校。 

平成 22 年 4 月 静岡北中学校開校。 

沼津情報専門学校を沼津情報・ビジネス専門学校に校名変更。 

平成 23 年 2 月 星陵高等学校新校舎完成。 

平成 23 年 4 月 星陵中学校開校。 

静岡デザイン専門学校浜松校を専門学校 浜松デザインカレッジに校名変更。 

平成 23 年 10 月 浜松日本語学院開校。 

平成 28 年 4 月 沼津情報・ビジネス専門学校が沼津駅南に新校舎を建設し移転。 

平成 29 年 4 月 静岡理工科大学に建築学科を開設。 

沼津日本語学院開校。 
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令和 3 年 4 月 浜松情報専門学校を浜松未来総合専門学校に校名変更。 

浜松日本語学院が新校舎を建設し移転。 

令和 4 年 4 月 静岡理工科大学に土木工学科を開設。 

令和 6 年 3 月 静岡駅前キャンパスが完成し、静岡デザイン専門学校、法人本部が静岡駅前キャンパスに移転。 

令和 6 年 10 月 静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校が鷹匠校舎に移転。 

令和 7 年 4 月 沼津日本語学院が沼津市から静岡市に移転し、静岡日本語学院に校名変更。 

 

（４）設置する学校・学部・学科等 

 

学 校 名 開校年月日 学 部・学 科 等 摘  要 

静岡理工科大学 平成 ３年 ４月 理工学部、情報学部  

静岡理工科大学大学院 平成 ８年 ４月 理工学研究科修士課程  

静岡北高等学校 昭和３８年 ４月 理数科、国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科、普通科  

星陵高等学校 昭和５０年 ４月 普通科、英数科 昭和５２年６月合併 

静岡北中学校 平成２２年 ４月   

星陵中学校 平成２３年 ４月   

静岡産業技術専門学校 昭和４５年 ７月 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、みらい情報科、CG技術科、

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、建築科、CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

医療事務科、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経営学科、 

こども保育科 

 

沼津情報・ビジネス専門学校 昭和５８年 ４月 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、 

高度 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、医療事務科、 

公務員科（1年制）、公務員科（2年制）、 

国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、こども保育科、 

製菓・製パン科 

 

浜松未来総合専門学校 昭和６０年 ４月 

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ﾒｲｸ･ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科、 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ科、ｾｷｭﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸ科、 

AI×ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、 

CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、国際 IT・CAD 科、 

医療事務科、国際観光・ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、 

未来こども科、国際介護福祉科 

 

静岡デザイン専門学校 昭和 ２年 ２月 

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ科、ﾌｧｯｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ･ﾋﾞｭｰﾃｨｰ科、ﾄｰﾀﾙﾋﾞｭｰﾃｨｰ科、 

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ｲﾝﾃﾘｱ･空間ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ﾌﾗﾜｰﾃﾞｻﾞｲﾝ科、CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、美容科、 

ﾍｱﾒｲｸ科 

昭和５９年９月合併 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 平成２０年 ４月 
国際ｴｱﾗｲﾝ科、観光・ﾎﾃﾙﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科、 

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科、国際交流科 

 

浜松日本語学院 平成２３年１０月 日本語科  

沼津日本語学院 平成２９年 ４月 日本語科  
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（５）学校・学部・学科等の学生数の状況 

  （令和６年５月１日現在）（単位：人） 

学 校 名 学 部・学 科 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 摘  要 

静岡理工科大学 

理工学部 ― ― ― ―  

 機械工学科 ８０ ６１ ３１０ ２０８  

 電気電子工学科 ７０ ７２ ２６０ １９２  

 物質生命科学科 ６０ ５０ ２３０ １６４  

 建築学科 ５０ ６４ ２００ １８５  

 土木工学科 ５０ ３３ １５０ ７５ 令和４年４月学科新設 

理工学部 計 ３１０ ２８０ １，１５０ ８２４  

情報学部 １４０ １６３    ―    １６６  

 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ学科 ― ― ２６０ ２２５  

 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 ― ― ２８０ １７６  

情報学部 計 １４０ １６３ ５４０ ５６７  

大学 計 ４５０ ４４３ １，６９０ １，３９１  

静岡理工科大学   

大学院 

理工学研究科 

修士課程 
― ― ― ―  

 ｼｽﾃﾑ工学専攻 １５ ２８ ３０ ５８  

 材料科学専攻 １０ １６ ２０ ２７  

大学院 計 ２５ ４４ ５０ ８５  

大学 合計 ４７５ ４８７ １，７４０ １，４７６  

静岡北高等学校 

理数科 ９０ １３６ ２７０ ４１９  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科 ４０ ４１ １２０ ９７  

普通科 ３１０ ３１３ ９３０ ８５９  

学校 計 ４４０ ４９０ １，３２０ １，３７５  

星陵高等学校 

普通科 ８０ ６３ ４００ ２５６  

英数科 ３２０ ３２８ ８００ １，０７３  

学校 計 ４００ ３９１ １，２００ １，３２９  

高等学校 合計 ８４０ ８８１ ２，５２０ ２，７０４  

静岡北中学校 
 ６０ ６７ １８０ ２１０  

学校 計 ６０ ６７ １８０ ２１０  

星陵中学校 
 ６０ ７３ １８０ ２１０  

学校 計 ６０ ７３ １８０ ２１０  

中学校 合計 １２０ １４０ ３６０ ４２０  
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学 校 名 学 部・学 科 入学定員 入学者数 収容定員 現 員 数 摘  要 

静岡産業技術      

専門学校 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ４０ ４９ ８０ １３６  

みらい情報科 ２５ ４５ １００ １２７  

CG 技術科 ― ― ６０ ８９ 令和６年４月募集停止 

ｹﾞ-ﾑｸﾘｴｲﾄ科 ３０ ６２ ９０ １４８  

建築科 ３０ ３４ ６０ ８０  

CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ １４ ４０ ３５  

医療事務科 ２０ ３０ ４０ ５４  

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経営学科 ２５ ２１ ２５ ２１ 令和６年４月学科新設 

こども保育科 ２０ ２４ ６０ ６７  

学校 計 ２１０ ２７９ ５５５ ７５７  

沼津情報･ﾋﾞｼﾞﾈｽ   

専門学校 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ４０ ５３ ８０ １２０  

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科 ２０ ２３ ６０ ７７  

高度 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ２５ ８０ ８１  

CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ２６ ６０ ８０  

ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ １９ ４０ ４９  

医療事務科 ２０ １５ ４０ ３２  

公務員科（1年制） １０  １０   

公務員科（2年制） １０ ７ ２０ １１  

国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ２６ ６０ ３９  

こども保育科 ２０ ２３ ６０ ６７  

製菓・製パン科 ３０ ２０ ６０ ４０  

学校 計 ２３０ ２３７ ５７０ ５９６  

浜松未来総合 

専門学校 

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ３０ ６０ ８８  

ﾒｲｸ･ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科 ２０ ２３ ４０ ４１  

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ科 ２０ ２２ ６０ ６４  

ｾｷｭﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸ科 ２０ ２０ ４０ ３８  

AI×ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ５０ ７７ １００ １５５  

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科 ２５ １９ ７５ ６４  

CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ １７ ４０ ３２  

国際 IT・CAD 科 ２０ ２４ ４０ ２９  

医療事務科 ２５ １１ ５０ ３１  

国際観光・ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ３４ ４０ ４２  

未来こども科 ４０ ２０ ８０ ４０  

国際介護福祉科 ３０ １８ ６０ ３０  

学校 計 ３１０ ３１５ ６８５ ６５４  

静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ   

専門学校 

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ３０ ３８ ５０ ７３  

ﾌｧｯｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ２７ ６０ ５８  

ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ･ﾋﾞｭｰﾃｨｰ科 ― ― ３０ ２７ 
令和６年４月学科名称変更 

（→ﾄｰﾀﾙﾋﾞｭｰﾃｨｰ科） 

ﾄｰﾀﾙﾋﾞｭｰﾃｨｰ科 ２０ ３６ ２０ ３６  

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ６０ ９１ １８０ ２５６  

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ８ ６０ ３９  

ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ― ― ４０ ４３ 
令和６年４月学科名称変更 

（→ｲﾝﾃﾘｱ･空間ﾃﾞｻﾞｲﾝ科） 

ｲﾝﾃﾘｱ･空間ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ２４ ２０ ２６  

ﾌﾗﾜｰﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ １８ ４０ ３６  

CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ４０ ８７ ４０ ８８ 令和６年４月学科新設 

美容科 ３０ ２３ ３０ ２３ 令和６年４月学科新設 

ﾍｱﾒｲｸ科 ３０ ３６ ３０ ３６ 令和６年４月学科新設 

学校 計 ２９０ ３８８ ６００ ７４１  
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学 校 名 学 部・学 科 入学定員 入学者数 収容定員 現 員 数 摘  要 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･       

ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 

国際ｴｱﾗｲﾝ科 ３０ ２７ ６０ ５６  

観光・ﾎﾃﾙﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科 ３０ ３９ ６０ １０１  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科 ３０ １６ ６０ ４６  

国際交流科 ２０ ３５ ６０ ５９  

学校 計 １１０ １１７ ２４０ ２６２  

専門学校 合計 １，１５０ １，３３６ ２，６５０ ３，０１０  

浜松日本語学院 
日本語科  ― ２０４ ５０５ ４１７ 入学定員の定めなし 

学校 計 ― ２０４ ５０５ ４１７  

沼津日本語学院 
日本語科 ― １１０ ２２５ ２００ 入学定員の定めなし 

学校 計 ― １１０ ２２５ ２００  

各種学校 合計 ― ３１４ ７３０ ６１７  

学 校 法 人 合 計 ２，５８５ ３，１５８ ８，０００ ８，２２７  
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（６）収容定員充足率 

 （毎年度５月１日現在）（単位：人） 

学 校 名 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

静岡理工科大学 ８２％ ８４％ ９４％ １０３％ １１１％ 

静岡理工科大学大学院 １７０％ １８２％ １６６％ ９８％ ５６％ 

静岡北高等学校 １０４％ ９７％ ９６％ ９２％ ８８％ 

星陵高等学校 １１１％ １１９％ １１８％ １１４％ １１６％ 

静岡北中学校 １１７％ １２２％ １２１％ １１７％ １０７％ 

星陵中学校 １１７％ １１６％ １２１％ １１７％ １１１％ 

静岡産業技術専門学校 １３６％ １４４％ １３６％ １１８％ １０５％ 

沼津情報・ビジネス専門学校 １０５％ １１２％ １２１％ １２１％ １１９％ 

浜松未来総合専門学校 ９５％ ９５％ １０５％ １１４％ １０５％ 

静岡デザイン専門学校 １２４％ １１９％ １２１％ １１５％ １１２％ 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 １０９％ １１９％ １２０％ １３１％ １３６％ 

浜松日本語学院 ８３％ ６３％ ８５％ ５６％ ４３％ 

沼津日本語学院 ８９％ １０４％ ９６％ ６０％ ３８％ 
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（７）役員の概要 

（令和７年３月３１日現在） 

                            定員数 理事 １３～１５名、監事 ３名 

区  分 氏  名 常勤・非常勤の別 摘   要 

理 事 長 杉浦  哲 常  勤 
令和 ３年１０月 副理事長就任 

令和 ４年 ６月 理事長就任 

常務理事 藤浪 和夫 常  勤 令和 元年１０月 常務理事就任 

理  事 渡邉 一洋 常  勤 平成３１年 ４月 理事就任 

理  事 髙橋  仁 常  勤 令和 元年１０月 理事就任 

理  事 梅村 博之 常  勤 令和 ４年１０月 理事就任 

理  事 坂部 眞彦 常  勤 令和 ６年 ４月 理事就任 

理  事 外山 浩介 非 常 勤 

平成１８年 ２月 常務理事就任 

平成２２年 ４月 専務理事就任 

平成２３年１０月 理事長就任 

平成２９年 ９月 理事長退任 

理  事 鈴木 與平 非 常 勤 平成 元年 １月 理事就任 

理  事 後藤 康雄 非 常 勤 平成 元年 ３月 理事就任 

理  事 脇本 省吾 非 常 勤 平成２５年１０月 理事就任 

理  事 木村 雅和 常  勤 令和 ４年 ４月 理事就任 

理  事 青山藤詞郎 非 常 勤 平成２７年１０月 理事就任 

理  事 杉本 浩利 非 常 勤 平成２７年１０月 理事就任 

理  事 志田 洪顯 非 常 勤 平成２８年 ２月 理事就任 

理  事 佐藤 滋美 非 常 勤 平成３０年 ４月 理事就任 

監  事 中村 元保 非 常 勤 平成２７年１０月 監事就任 

監  事 望月 裕之 非 常 勤 平成２９年１０月 監事就任 

監  事 新井 英治 非 常 勤 令和 ３年１０月 監事就任 

 私立学校法第４４条の２では、役員（理事及び監事）は、その任務を怠ったときは、学校法人

に対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負うものとされている。これを受けて本法人

は、学校法人静岡理工科大学寄附行為（以下、「寄附行為」という。）において、責任限定契約に

関する条項を設けた上で、次の措置を講じている。 
【責任限定契約の締結】  
 本法人と、本法人の非業務執行理事（非常勤理事）及び監事とは、寄附行為第４３条の３に基

づき、損害賠償責任を限定する「責任限定契約」を締結している。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、理事：660,000 円、監事：1,260,000 円と、私立学校法で定める最低責任限度額の

いずれか高い額としている。 
【役員賠償責任保険への加入】 

 本法人は、東京海上日動火災保険株式会社との間で、本法人のすべての理事及び監事を被保険

者として「役員損害賠償責任保険契約」を締結（日本私立大学協会を契約者とする私大協役員賠

償責任保険制度に加入）しており、被保険者である理事及び監事がその職務の執行に関し責任を

負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損害について、保険期間

中（1 年間）の総支払限度額を 3 億円として補填することとしている。なお、保険加入について

は、私立学校法に基づき、理事会の決議を経て契約を締結し、更新を行っている。 
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（８）評議員の概要 

評議員 ３１名（令和７年３月３１日現在） 
理事長  杉浦  哲、 常務理事 藤浪 和夫、 理事   渡邉 一洋、 
理事   髙橋  仁、 理事   梅村 博之、 理事   坂部 眞彦、 
理事   外山 浩介、 理事   鈴木 與平、 理事   後藤 康雄、 
理事   脇本 省吾、 理事   木村 雅和、 理事   青山 藤詞郎、 
理事   杉本 浩利、 理事   志田 洪顯、 理事   佐藤 滋美、 
小澤 哲夫、 丸田  誠、 富田 寿人、   他１３名 

 

 

（９）教職員の概要 
（令和７年３月３１日現在）（単位：人） 

区 分 法 人 本 部 監 査 室 
専門学校・ 

日本語学院事業室 
静岡理工科大学 

教員（本務） ― ― ― ９０ 

職員（本務） ３９ ３ ４ ４８ 

計 ３９ ３ ４ １３８ 

 

区 分 静岡北高等学校 星陵高等学校 静岡北中学校 星陵中学校 

教員（本務） ６６ ６３ １４ １３ 

職員（本務） ８ ９ ３ ２ 

計 ７４ ７２ １７ １５ 

 

区 分 
静岡産業技術 

専門学校 

沼津情報・ビジネス

専門学校 

浜松未来総合 

専門学校 

静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ 

専門学校 

教員（本務） ２６ ２５ ２９ ２３ 

職員（本務） ８ ７ １０ １０ 

計 ３４ ３２ ３９ ３３ 

 

区 分 
静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･

ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 
浜松日本語学院 沼津日本語学院 合  計 

教員（本務） １７ １５ ８ ３８９ 

職員（本務） ６ １０ ６ １７３ 

計 ２３ ２５ １４ ５６２ 
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(10)各校の施設等（建物・土地等）の状況

土地 （令和７年３月３１日現在）

555.45  学校法人

1,633.51  同 上

2,003.90  同 上

92,247.89  静岡理工科大学

41,206.58  静岡北高等学校、静岡北中学校

94,761.19  星陵高等学校、星陵中学校

2,818.18  静岡産業技術専門学校

2,760.74  沼津情報・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専門学校、沼津日本語学院

 浜松市中央区中央3丁目10番31号 1,151.79  浜松未来総合専門学校

1,191.00  静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校

642.66  浜松日本語学院

240,972.89

土地（収益事業用地） （令和７年３月３１日現在）

2,892.98  沼津収益事業用地

2,892.98合　　　　計

所　　　　在　　　　地 面積（㎡） 備　　　考

 沼津市西条町5番地1､17番地1

面積（㎡）所　　　　在　　　　地 備　　　考

 静岡市葵区宮前町110番11号

 富士宮市星山1068番地

 静岡市葵区御幸町20番　他

 袋井市豊沢2200番地の2

 静岡市葵区宮前町114番地2　他

 静岡市葵区鷹匠2丁目19番15号

合　　　　計

 沼津市西条町17番地1

 袋井市方丈3丁目3番13　他

 静岡市葵区瀬名5丁目14番1号

 浜松市中央区中央3丁目10番8号
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校舎等 （令和７年３月３１日現在）

 職員住宅 165.30  学校法人

 静岡駅前キャンパス 2,150.16  同 上

2,315.46

 教育棟 8,546.46  静岡理工科大学

 研究実験棟 9,095.69  同 上

 管理棟 2,120.79  同 上

 建築学科棟 2,696.26  同 上

 土木工学科棟 3,297.47  同 上

 学生ホール 1,037.32  同 上

 やらまいか創造工学センター 1,267.66  同 上

 先端機器分析センター 626.25  同 上

 工作センター 308.81  同 上

 夢創造ハウス 628.14  同 上

 エンジン実験棟 101.25  同 上

 クリエイティブハウス 377.99  同 上

 エアプレーンショップ 117.57  同 上

 環境実験棟 112.51  同 上

 構造実験棟 260.11  同 上

 土木実験棟 483.37  同 上

 体育館 2,433.39  同 上

 クラブハウス棟 496.09  同 上

 倉庫 99.37  同 上

 物置 29.44  同 上

 物置 28.05  同 上

 燃料試験小屋 10.06  同 上

 屋外トイレ 9.98  同 上

 静岡駅前キャンパス 947.33  同 上

35,131.36

 校舎 8,713.54  静岡北高等学校、静岡北中学校

 校舎 2,309.72  同 上

 新和館 1,747.00  同 上

 機械室 17.98  同 上

 体育館 2,462.60  同 上

 武道場 1,391.70  同 上

16,642.54

 校舎 10,985.91  星陵高等学校、星陵中学校

 校舎 3,076.74  同 上

 体育館 2,229.06  同 上

 体育館 840.00  同 上

 武道場 773.95  同 上

 寄宿舎 1,695.54  同 上

 クラブ部室 64.80  同 上

 機械室・倉庫 98.25  同 上

 機械室 10.00  同 上

 倉庫　他 475.58  同 上

20,249.83

 校舎 5,472.09  静岡産業技術専門学校

5,472.09

 校舎 5,743.75  沼津情報・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専門学校、沼津日本語学院

5,743.75

 校舎 5,299.10  浜松未来総合専門学校

 物置 7.36  同 上

5,306.46

 校舎 5,719.76  静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ専門学校

5,719.76

 校舎 2,811.58  静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校

2,811.58

 校舎 3,063.54  浜松日本語学院

3,063.54

102,456.37

備　　　考施設等（建物名称）

 沼津市西条町17番地1

面積（㎡）

星陵中学校・高等学校　計

 静岡市葵区瀬名5丁目14番1号

 富士宮市星山1068番地

 袋井市方丈3丁目3番地13

所　　　　在　　　　地

学校法人　計

静岡産業技術専門学校　計

 静岡市葵区御幸町20番地

 袋井市豊沢2200番地の2

 静岡市葵区御幸町20番地

 浜松市中央区中央3丁目10番8号

浜松日本語学院　計

合　　　　計

沼津情報・ビジネス専門学校、沼津日本語学院　計

浜松未来総合専門学校　計

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校　計

 浜松市中央区中央3丁目10番31号

静岡理工科大学　計

静岡北中学校・高等学校　計

 静岡市葵区宮前町110番11号

 静岡市葵区鷹匠2丁目19番15号

 静岡市葵区御幸町20番地

静岡デザイン専門学校　計
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２．事業の概要 

（１）2024 年度経営基本方針 

2024年度の経営方針を次の通りとします。 

 

①各部門とも、最低限、前年度の募集目標を上回る募集目標を設定し、必ず達成すること。また、

無理無駄を排し経費節減に努めるとともに、教務、業務の点検を行い、効率化にむけ行動を起

こすこと 

＊2024年度の全体収支は、大学のこれまでの募集不振の累積と電気代等の高騰、スクールバス 

委託費用の大幅な増加、新キャンパス関連の投資等が重なり、大きな赤字予想である。学園

の将来にわたる健全な発展のためには、2024年度以降、一定期間内に黒字化の目途をつける

必要があり、そのためには本年度募集目標を達成することが最低限必要である。 

＊経緯節減と効率化は継続的課題であり、弛まぬ努力が必要。一方で、次に述べるような教育

の質の向上や社会連携や組織の活性化など、将来のブランド力や組織力の向上につながり、

かつその結果十分なリターンが見込める有効な投資については引き続き鋭意取り組んでい

くことに変わりはない。 

 

②所属ごとに、それぞれのミッションに改めて立ち返り、教育（ならびに研究）の質の向上にむ

け不断の努力とその実行を継続すること。 

 

③地域のステークホルダーとの関係をより緊密化かつ拡大し、各学校の活動について広く地域社

会に理解してもらうこと。 

 

④新規に開設する静岡駅前キャンパスの活動、特に中部地区での大学の認知度、プレゼンス拡大、

地域協働センター活動を着実に拡充し、その効果を検証すること。 

 

⑤新キャンパスの活動を契機として、対外広報活動を戦略的かつ効果的に拡充すること。 

学園全体と各校の個別広報との連携を深め、一体となった広報活動を展開して、個別・全体そ

れぞれのブランド力を高め、各学校募集活動や外部研究資金拡大にも相乗効果をもたらすこと。

広報媒体（学校案内など発行物、広告、CM作成など）については 極力一元化し費用の削減と

効果の極大化を図ること。あわせて、外注化している作業を内製化する為のロードマップを作

ること。 

 

⑥前述の各項目実行の為に、教職員のエンゲージメントを高める施策を多面的に実行すること。 

特に、若手・中堅教職員のやる気と能力を充分に引き出すこと。管理職教育を更に強化すること。 

 

一方で、 

⑦「長期構想」を作り上げること。を新たな項目とします。 

 

既に2023年度から、部門ごとに長期構想の立案にむけ体制を作り検討を開始しました。2024年度

中に、各部門と全体の長期構想を固めたいと思います。それにむけての理事長としての基本的考え

方は以下のとおりです。 

  

 

 
-12-



まず、当たり前のことですが、“各学校の魅力を更に高め、県内唯一無二の学園としての評価を確

立する”ことを大きな持続的目標とし、建学の精神「技術者の育成をもって地域に貢献する」と、

グループビジョン「総合力と多様な教育で、心躍る未来を」に立ち返り、長期構想を固めたい。 

 

その際には次の点に十分に留意いただきたい。 

 

＊各校のそれぞれの歴史・沿革を振り返り、地域において教育機関としていかなる期待を背負い、 

これからも更なる貢献をどういう形で進めていくのか、ステークホルダーの視点で検討を行うこと。 

 

＊少子化の中にあっても、健全な運営と持続的安定的な教育機関としての機能を確保するため、

全体として現在の在籍者数・定員はミニマム確保する。その為に、教育の質の向上はもとより、

学部学科コースの改廃・再編・他校との連携なども、既成概念にとらわれず大局観を以って検

討を行うこと。 

 

＊在籍する学生、生徒、父兄の満足度ならびに就職先、関係企業団体における卒業生への満足度、

教職員のエンゲージメント、それぞれにおいて県内最高レベルを目指す。言い換えれば 地域

において「最も進学したい（させたい）学校」、「卒業生を最も採用したい学校」、「もっとも働

きやすい学校」を目指すということ。 

 

＊地域協働センターを、社会人教育と地域連携の拠点として、長期的にどのように発展拡大させ

ていくのか、新たなプランを作成すること。 

 

＊県内唯一の理系総合大学を頂点に抱き、情報系専門学校を複数持つ学園として、教育面、経営

面、運営面で、IT、DX活用において県内で最先端を目指すこと。 

 

＊少子化の中で、各部門とも、外国人学生・生徒の拡大の構想を上記と併せ検討すること。 

 

＊経営面、運営面では、各校はそのミッションを明確化し、各校独自のローカリテイ・独自性を

尊重して活かしつつ、全体としての効率性を追求すること。各校は、ミッション遂行のための

最小限の資源と組織で運営をし、各校共通の事務作業などは極力集約化し共通のシェアド・サ

ービス化し効率化を目指すこと。法人本部と各部門・所属との部分最適・全体最適の調和を図

ること。 

 

以上が2024年度経営方針である。 
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≪基本方針と実施項目≫

≪今後の成果と課題≫
１．健全な経営基盤の確立                 ●実施施策・結果 ◎今後の課題

２．教育（研究）の質向上への取り組み

●令和７年度募集において、星陵中高を除く全校で目標対比未達（定員未達は１２校中６校）
●業務の効率性、生産性の向上及び無駄なコストの排除
                                                             ➡ 令和７年度予算⾒直しの実施（２５０百万円の収⽀改善）
◎危機意識を持ち、ステークホルダーとの更なる関係強化（高校廻りの徹底等）
◎更なるコストの⾒直し、無駄な業務の取りやめと業務のＤＸ化、外注化

●大学   ：袋井と静岡での２拠点授業の開始、アントレプレナーシップ教育のＦＤ実施
●専門学校 ：（エア）鷹匠校舎移転事業の完了・（沼情）単位制の導入認可・（静デ）美容科定員増認可
●中学・高校：（静岡北中高）ＳＳＨ事業申請の補助
（星陵中高） 文科省補助金事業「高等学校DX加速化推進事業」採択
◎職場環境のエンゲージメントの向上、事務部門の業務効率化による⽀援体制の促進

１．教職員の働きやすい職場環境の整備

【法人本部】令和６年度 事業報告

１．健全な経営基盤の確立
（１）前年度の募集目標を上回る募集目標の設定と必達
（２）経費削減、効率化を含めた教務、事務業務の点検・⾒直し
２．教育（研究）の質向上への取り組み
（１）大学：学部・学科再編への取り組みへの補助
（２）専門学校：エア、沼日移転計画、学科構成⾒直しへの補助
（３）中学校・高校：SSH事業など補助事業推進の補助
３．ステークホルダーとの関係強化
（１）学園内各所属の取り組みについての発信力強化（法人本部広報部）
（２） 静岡県寄附講座の運営・実施など、地域との連携強化
４．静岡駅前キャンパスでの新たな取り組みと検証
（１）中部地区における大学のプレゼンス拡大
（２）地域協働センター活動の着実な拡大と、その効果の検証
５．学園としての戦略的広報活動の推進
（１）法人本部広報部の立ち上げ・対外発信力の強化
（２）広報業務の一元化・内製化の検討
６．教職員のエンゲージメントの向上
（１）エンゲージメントを高める施策の多面的な実行
（２）管理職教育の強化
（３）DX化の推進
７．「⻑期構想」の策定
（１）各部門・所属の将来に向けた競争戦略の検討（現状分析・課題の洗い出し）
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３．ステークホルダーとの関係強化

４．静岡駅前キャンパスでの新たな取り組みと検証

５．学園としての戦略的広報活動の推進

６．教職員のエンゲージメントの向上

７．「⻑期構想」の策定
●大学部門：コンサルティング会社を入れ競争戦略の検討開始
●中高部門：「10年後のあらまほしき姿検討会」の立上げ
●専日部門：専門学校事業室が中心となり競争戦略の検討開始
◎大学で導入したコンサルティングのノウハウの中高・専門学校への展開⇒学園全体の競争戦略の取りまとめ

●広く地域社会に学園内各校の活動を理解してもらう継続的な活動を実施
 ・駅前キャンパス⾒学会、静岡県XR寄附講座、シズクリPROJECT「2024静岡カップ」協賛の開催
●地域協働センターの対外活動を拡大
 ・エグゼクティブ講座、実践的DX伴走⽀援プログラム、SIST地域未来学、キッズエンジニアスクールの開催
◎地域と密接につながった各種イベントの立案・実施

●静デ：学科新設により学生数増（収容定員600人⇒741人 在籍者数799人）
●大学：内閣府「地方大学･地域産業創生交付金」交付決定、「駿河湾･海洋DX先端拠点化計画」をスタート
●地域協働センターの立上げ
◎地域企業が求めるリカレント・リスキリング事業のニーズの発掘と展開（ＤＸ伴走⽀援等）、
 地域協働センターの活動の更なる拡大、活動内容を地域に幅広く周知するための情報発信の強化

●法人本部広報部立ち上げ２年目、法人の対外発信力を強化
●広報業務改革（広報業務の一元化や内製化）について外部コンサルタントと連携し検討を開始
◎広報業務改革について、建学の精神を核とした競争戦略と関連付けた広報戦略の立案・実施

●30年ぶりに教職員給与・基本給のベースアップを実施
●指導的立場の教職員を対象としたマネジメント研修の実施
●ストレスチェック・エンゲージメントサーベイの所属へのフィードバック
●学園横断的な横串活動活性化推進の「SISCo」の立上げ
◎業務改革プロジェクトによる業務効率の向上（業務仕分けによる業務の削減、ＤＸ化、外注化）
◎福利厚生制度の⾒直し（家族手当の⽀給対象⾒直し、男性教職員の育休取得の促進）
◎人事評価の⾒直し・多面評価の導入
◎管理職並びに職員の成⻑を促す研修の定着化
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           【大学部門】令和６年度事業報告           
 
「学生募集」「教育・学生支援」「研究・地域貢献」「大学運営」に関する部門方針に沿って事業を実施した。 

 

１ 学生募集 

【施策】 

学長のリーダーシップのもと、大学教職員が一丸となって学生募集活動に取り組んだ。静岡駅前キャンパ

スの開設を契機に、高校生や高校教員との接触機会の増加と、静岡市中部地域における大学のプレゼンス

向上を図り、併せて、工業高校校長会等との連携を強化し、広域的な高校連携を推進した。従来の広報活動

に加えて SNS 発信を強化し、デジタルマーケティングを活用して広報の質・量の向上を図った。 

入試制度においては、総合型選抜入試の見直し、給費奨学生入試の拡充など、高校生にとって受験しやす

い環境整備を進め、さらに、女子学生確保に向けた施策を展開し、入学前教育の充実を通じて、高校生・保

護者への安心感と期待感の醸成に努めた。 

【成果・今後の課題】 

学部入学者数は 371 名（前年度 443 名）、志

願者数は 766 名（前年度 885 名）、合格者数

は 1283 名（前年度 1527 名）となった。歩留

率は 29.0％（前年度同率）を維持したが、

学部全体として 5 年連続の定員未充足とな

った。分野別では、情報学部の人気が継続し

ており、引き続き定員超過への対応が課題

となる一方、電気電子分野は情報系人気へ

の流出、土木分野は教育内容・職業イメージ

の周知不足が響き、志願者増には至らなか

った。総合型選抜入試では、エントリー数は

増加したものの、合格者数は減少しており、多様な学力層への対応強化が求められる。今後は、再編効果を

最大限活かした情報発信、広報戦略の精緻化、学部別の魅力発信強化が急務となる。 

今後、学部学科再編を「変革の機」と位置付け、大学のプレゼンス向上に資する広報活動をさらに強化す

る。高校訪問、大学見学会、SNS・動画配信等による接触機会を一層拡充し、出願・入学への誘導を図る。

大学院は、5 年連続で入学定員（25 名）を超える 34 名の入学者を確保し、安定した募集状況を維持した。 

 

２ 教育・学生支援 

（１）進路状況 

【施策】 早期からの就活・企業セミナー

やガイダンスおよび個別面談による添

削、面接練習等の学生就活支援について

充実させた。セミナーや面談、掲示等を

通じて優良企業を紹介するなどにより比

較的大手企業への就職ができている。 

【成果・今後の課題】 

学部 267 名の卒業者のうち、大学院進学

者等を除く就職希望者223名に対し内定率

97.3%（前年度 99.0%）、就職率 92.7％(前

年度 94.7％)であった。上場企業への就職率 21.8％（前年 17.6％）と高い実績を維持した。 

全体的に企業の採用活動の早期化が進んでいるため学内での企業セミナー等の早期開催で対応するなど学

生の就職活動が遅れることがないように支援を行う。大手上場企業の個別セミナーを増やし学生との接点を

多くし、大手企業へチャレンジする意識の醸成を行う。 
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（２）退学防止 

【施策】 入学前教育に外部業者プログラムを導入し、高大接続部分での学力不安の解消に取り組んだ。 

【成果・今後の課題】 

退学率は 4.48％であり、前年の 4.32％に比し

てわずかに増加したものの、おおむね安定した水

準にある。入学前教育プログラムの活用を促進さ

せる。また、教育開発センター利用者の 90％以

上が満足しており、新入生に対し、教育開発セン

ターの PRを増やし、利用率の向上に取り組む。 

（３）教育の質の保証 

【施策】静岡駅前キャンパスを活用し、袋井キャ

ンパスとの二拠点授業を展開した。アントレプ

レナーシップ教育の本格導入に向け、教育シン

ポジウムを開催し、全教職員で共有した。 

【成果・今後の課題】 二拠点授業を展開したことで、学生にとって魅力的な教育環境整備を推進できた。今

後さらなる拡充を図る。また、入学者の学力の二極化に対応するため、入学前教育プログラムの受講率の向

上を図り、高校生への周知を強化するとともに、入学後の学力定着に向けた支援体制の充実を進める。 

 

３ 研究・地域貢献 

（１）研究活動 

【施策】 静岡大学との包括連携協定に基

づき、一部の学生を静岡大学に派遣し、共

同研究活動を開始し、研究を活性化・先鋭

化の基盤を構築した。 

【成果・今後の課題】 

尖端融合科学研究所（仮）設置案が策定

され、基本的な参画教員体制を構築した。 

外部研究費は、若手研究者等の研究伸展

により、件数 210 件(前年度 196 件)、総額 2.8 億円(前年度 1.8 億円)に大幅に増えた。今後、尖端融合科学

研究所（仮）を中核に、他機関との連携による研究の活性化、先鋭化をさらに推進していく。 

 

（２）地域貢献 

【施策】 「ふくろい産業イノベーションセンター」と連携し、各種事業（研究・開発支援、啓蒙活動等）を

実施した。また、地域高校への理工系教育支援のため高校訪問を実施し、新規連携を模索した。 

【成果・今後の課題】  

ふくろい産業イノベーションセンターを介した本学教員と地域企業との共同研究は 37 件成立し、技術相談

には 47 件対応した。地域高校との支援事業として、防災講座を開催し、近隣高校からの参加を得た。今後

は、高校の課外活動（部活動等）を対象とする新たな支援事業の展開を検討する。 

 

４ 大学運営 

【施策・成果】  

静岡駅前キャンパスに情報学部（4研究室）を移転し、令和 6年 4 月稼働を開始した。静岡市を中心とした

県中部地区に強く印象付けることに成功しており、様々なプロジェクトの萌芽となっている。 

【今後の対応】  

静岡駅前キャンパスは 5研究室に拡充し、静岡県中部における本学のプレゼンス向上に資する施策を推進

する。文部科学省へ学部学科再編の届出を提出し、令和 8年度開設に向けた学生募集活動を展開する。また、

大学院修士課程に海洋 DXコースの設置、それに伴う収容定員の増員の検討を実施する。 
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1. 2025（R7）年度 目標募集人員を必達する 

≪施策≫ 
・デジタルマーケティング（Info Cloud）を活用することで、募集対象者への個別アプローチ 

の迅速化と最適化を図った。 
・ガイダンスや DM・HP などの内容を充実させるとともに、適切なタイミングで情報を発信 
 することで、オープンキャンパスへの動員増加を図った。 
・次年度以降の募集対策として高校１・２年生向けの広報活動を強化するとともに、社会ニー 
 ズと高校生ニーズを両立させた学科再編に着手した。 

 
≪募集結果と次年度目標≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 

≪成果と今後の課題≫ 
募集定員に対しては 5 校中 3 校が達成しているが、目標値に対しては５校とも未達となってい
る。その原因としては学齢人口の減少と相まって、大学進学者数の上昇や高卒者の就職需要の
増大など多岐にわたっている。また、学校ごと、地域ごとでも状況が異なり、特に浜未におい
ては減少傾向が顕著である。エアについては、校舎移転に伴い募集定員を拡大したが訴求力の
向上に至らなかったことが未達の一つの要因である。 
次年度に向けては、各校に適した募集戦略の実行とともに、部門として抜本的な広報戦略の⾒
直しに着手する。また、個別アプローチの迅速化と最適化を徹底し、高校等との連携、高校訪
問についても強化する。 
 

2. 企業ニーズに沿い学生満足度の高い就職に向け質的向上を目指す 

 
 昨年度（R5）実績： 内定者数 1,108 名、内定率 99.5％、県内就職率 69.5％ 

卒業対象者 就職希望者 内定者数 内定率 県内就職者 県内就職率
産業 309 303 301 99.3% 202 67.1%
沼情 242 233 233 100.0% 177 76.0%
浜未 260 237 236 99.6% 183 77.5%
静デ 196 192 192 100.0% 129 67.2%
エア 133 131 131 100.0% 29 22.1%
計 1,140 1,096 1,093 99.8% 720 65.9%

専門学校・日本語学院部門 令和６年度 事業報告 

目標 結果 R8目標
産業 250 233 240
沼情 250 247 272
浜未 330 253 320
静デ 340 306 340
エア 200 145 200

合計 1,370 1,184 1,372
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3. 県下 No.1 の専門学校グループとして教育力・組織力とも更なる質的向上を目指す 
≪施策≫ 
・人的資本を最大限活用することを目的とし、学内コミュニケーション活性化に向けて 1on1 ミ 

ーティングを実施した。 
・退学率抑止を目的とした AI ツールの活用とともに、各校ごとに学生満足度向上に向けた取り 

組みを強化した。 
・沼情、浜未における学科改編、静デにおいては定員増を行った。 

≪成果と今後の課題≫ 
・R6 年度退学率 4.5％（R5 年度実績 4.6％） 

となり、やや改善されたが、一部学校では 
昨年度より悪化しているため、更なる改善 
と入試選考の⾒直しに着手する。 

・学齢人口の更なる減少期を迎えるため、⻑ 
期計画の策定をもって改革に着手するとと 
もに、足元における競争戦略を強化するこ 
とで、安定した経営基盤を構築する。 

 
 

4. 多様な外国人留学生を受け入れながら教育力の更なる向上を目指す。 
≪施策≫ 
・R6 年に施行された日本語教育機関認定法による登録日本語教員養成機関・登録実践研修機 

関として浜日が認可を受けた。 
・日本語学院部門の更なる発展を視野に置き、R7 年４月より沼津日本語学院を静岡市 （旧エア 

校舎）に移転し、静岡日本語学院として開校した。 
・自立した生活を送るための⽀援、留学生⽀援課業務負荷の低減を目的として、業務の棚卸を 

行なった。 
・ベトナム、ネパールの仲介機関への現地直接募集活動のほか、介護奨学生獲得を目的として 
 タイを訪問し新規開拓に着手した。 

≪成果と今後の課題≫ 
・静岡日本語学院開校１年目となるため、静岡市への認知度向上と留学生の生活環境整備の充 
 実を図る。 
・静岡日本語学院について、登録日本語教員養成機関・登録実践研修機関として申請する。 
・日本語学院部門における学校経営の安定化を目的として、定員増を申請する。 
・日本語教育機関認定法による認定日本語教育機関となるべく、教育課程の再構築や運営体制 

の整備等に着手する。 
・学校運営の質的向上を目的として、日本語学院両校が一体運営を行うための組織体制にあり 

方について検討を進める。 
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中・⾼部⾨ 令和６年度 事業報告 
 

１ 生徒募集結果 
２ 教育活動 
３ 進路結果 
４ その他中⾼部⾨の取り組み 

 
１ 生徒募集結果 
 

中学校 定員 目標入学者数 R7 入学者数 R6 年⽐ 
静岡北中 60 人    70 人    68 人 ＋１人 
星陵中 60 人    70 人    73 人 ±０人 

   
⾼校 定員 目標入学者数 R7 入学者数 R6 年⽐ 
静岡北⾼ 440 人   440 人   399 人 △91 人 
星陵⾼ 400 人   460 人   477 人 ＋86 人 

 
・静北⾼定員未達について 

静北単願者が -58 人（R6 年度⽐） 
要因 公⽴⾼校志向者、通信制⾼校進学者の増加、公⽴⾼校による中学校訪問や説明会の強化 
対策 単願者を増加させる具体的方策の実施（早期説明会開催、他校との差別化部分の発信強化） 

入学者の減少学区や中学校に対する募集活動の強化 
・中学校訪問、塾訪問を通じて静北との信頼関係を再構築する 
・R7 年度私⽴⾼校授業料無償化を想定した対応（公私とも 2 極化が進み、教育の中⾝が重要） 

 
２ 教育活動 
 
   ・両校において生徒の興味関⼼を⼤切にしながら、課題設定⼒及び解決⼒を育む活動を展開した。 

静岡北 SSH（⽂科省指定スーパーサイエンスハイスクール）活動、課題研究活動 
     星陵   星陵ラボ（研究班）、探究活動、国際交流 
 

静岡北 

SSH 第 4 期指定校としての活動、全校生徒課題研究活動 
SKYSEF2024 を国内外からの参加者を集めて開催 
⾼校化学グランドコンテスト⾦賞（全国第６位）、企業賞（IAI 株式会社）受賞 
⾼校生科学技術コンテスト（JSEC2024）花王賞（全国第４位） 
花王奨励賞受賞、⽶国で⾏われる国際学生科学技術フェア(ISEF2025)に出場 

星 陵 
リクルート主催⾼校生 Ring に⾼校 1、2 年生全員参加（クラス代表が本⼤会参加） 
法人各校と連携した STEAM 教育や DX ハイスクール指定校としての活動展開 
海外交流校と AL 型 PBL（問題解決型学習）を取り入れた交流実施 

両 校 
静岡県児童生徒研究発表会において、会場を外部施設から静岡駅前キャンパスに 
変更、研究発表者数を 258 人（前年度 191 人）と増加した。 

【中学校・高等学校部門】 令和６年度 事業報告 
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３ 進路結果 
    

合格者数目標及び結果 
       
 
 
 
 
 

 
 
・両校 1、2 年生の 2 年間で、生徒の希望や適性に合った進路を⼀緒に探し出す指導を展開した。 
・両校 3 年生において、進路決定を実現するための個別指導を時間をかけて展開した。 
・国公⽴合格者 静岡北 62 人、星陵 82 人の成果を出した。この結果は、静岡県内の私⽴⾼校では、 
 星陵 5 位以内、静岡北 10 位以内に入ると思われる。（発表は 7 ⽉頃） 
・超難関⼤学希望者に対して、教員のスキルアップを継続するとともに、⼀般入試を⾒据えた講座や個別指導の 
改善について、議論を深め進めていく。 

  ・両校の理系教育を促進し、理系希望者の増加を図る中で、志と基礎学⼒の⾼い生徒の法人内専・⼤学進学者 
   を増加させていく。    
 
４ その他中⾼部⾨の取り組み 
 

・中・⾼部⾨の１０年後の在り方について検討を開始した。 
 
① 建学の精神を軸に、10 年後も魅⼒ある中⾼部⾨であることを目指し、具体的検討を開始した。 

 
学科・コースの再編、教育プログラムの改善、地域との連携・貢献の促進、同窓会との関係強化、施設設備の 
改修等について議論を進めていく。 

 
② 働き方改⾰を更に促進する。 

 
ICT や学習アプリの有効活⽤について議論し、試⾏を開始した。 
 
教職員のエンゲージメントを⾼めるために、ストレスチェックのデータチェックや個別面接を主とした職場環境の 
改善、校務分掌等の軽減を開始した。 
 
教員の校務軽減のために、教務事務担当者の採⽤準備を進め、静北では⾒通しが⽴つ状況となった。 
星陵でも採⽤準備を進める予定である。 

 就職 
決定 

法人内
専⾨ 

静岡理
工科⼤ 

東・京・医 早慶上理 
G-MARCH

等 難関⼤ 

中⾼部⾨目標 100％ 100 人 32 人 10 人 30 人 115 人 94 人 
中⾼部⾨結果 100% 98 人 50 人 0 人 15 人 78 人 176 人 
静岡北⾼結果 100％ 53 人 30 人 0 人 4 人 16 人 23 人 
星 陵 ⾼ 結 果 100％ 45 人 20 人 0 人 11 人 62 人 153 人 
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（３）中期計画について 

 本学園では、令和４年に、第４次中期計画（令和４年度～令和８年度）を策定した。 
本学園は、大学部門、専門学校部門、中学校・高等学校部門と、大きく３つの部門からなり、平成

２８年度以前の第２次中期計画までは、それぞれの教育特性がある３分野にて、それぞれ独立した中

期計画を策定してきた。 

 しかしながら、変化が激しく不透明な時代において、学園の理念を具現化し、将来に亘って質の高

い教育・研究活動を継続するためには、長期的な視点に立ち学園が一体となり改革を進めていくこと

が必要であると考え、第３次中期計画（平成２９年度～令和３年度）からは、大学、専門、中高の３

分野を統合した学園全体の中期計画を策定し、法人としての全体最適を図ることとした。 

 少子高齢化が加速度的に進行する時代にあって、「技術者の育成をもって地域社会に貢献する」とい

う建学の精神の不易の部分に加え、１０年後の学園のあるべき姿を「総合力と多様な教育で、心躍る

未来を。」として描き、教職員一丸となって目標に向かって邁進しているところである。 

 
①概 要 

      ■建学の精神 

 
 

■１０年後の姿（ビジョン） 

 
 

■第４次中期計画の目標（ＫＧＩ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

■第４次中期計画の基本戦略 
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■基本戦略の目標（ＫＰＩ）と主要施策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②進 捗 
■ＫＧＩに対する進捗 

  2022 年度 2023 年度 2024 年度  

2026 年度 

目標（KGI） 
入学者数 3,171 人 2,899 人 3,158 人  3,469 人 
在籍者数 8,183 人 8,123 人 8,227 人  9,209 人 
事業活動収入 9,414 百万円 9,650 百万円 9,882 百万円  10,000 百万円 
基本金組入前収支差額 494 百万円 344 百万円 △578 百万円  500 百万円 

基本金組入前収支差額比率 5.3％ 3.6％ △5.8％  5.0% 

大学：学部就職内定率 

   上場企業への就職率 

大学院進学率 

大学院専門的技術職 

98.2% 
15.2% 
10.2% 
100% 

99.0% 
17.6% 
12.7% 
100% 

97.3% 
18.2% 
13.4% 
100% 

 

100% 
20% 
10% 

100% 
専門：就職率 99.3% 99.5% 99.%  98% 
中高：国公立・医学部合格 97 人 127 人 143 人  51 人 
中高：難関私立合格 221 人 361 人 255 人  273 人 
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■法人本部の重点活動に対する進捗 

 
【静岡駅前キャンパスでの取り組み】 
基本戦略 
・学園のランドマークとなる静岡駅前キャンパスの開設後の運用による各セクションにおける連携 

及び地域社会への貢献 
・学園ブランド力の向上 
施策 
・静岡デザイン専門学校、静岡理工科大学、地域協働センターなどの連携強化 
・広報部による学園の対外発信力の強化 

令和６年３月に静岡駅前キャンパスへの移転完了後、地域協働センターの立上げなど新たな取り組

みが始動した。 
〇静岡デザイン専門学校 
  令和６年度に美容系コース新設や大幅な定員拡大（入学定員190名→290名） 

  一部学科については令和８年度定員増を予定 
〇静岡理工科大学 
  内閣府「地方大学･地域産業創生交付金」交付決定に伴い、「駿河湾･海洋DX先端拠点化計画」 

をスタート 
〇地域協働センター（SISTコラボスクエア）  
  地域企業が求めるリカレント・リスキリング事業のニーズの発掘と展開（ＤＸ伴走支援等） 

地域協働センターの活動の更なる拡大、活動内容を地域に幅広く周知するための情報発信の強化 
〇戦略的広報活動の推進 

法人本部広報部立ち上げ２年目、法人の対外発信力を強化 
広報業務改革（広報業務の一元化や内製化）について外部コンサルタントと連携し検討を開始 
広報業務改革について、建学の精神を核とした競争戦略と関連付けた広報戦略の立案・実施 

 
【ガバナンス関連の対応】 
基本戦略 
・私立学校法改正を機に体制を見直し、ガバナンス強化を図る。 
・ガバナンス強化とあわせて業務効率化、機動性向上を目的として決裁権限の見直しを図る。 
具体的な施策 
・改正私立学校法に則した寄附行為を作成し、文部科学省の認可を得る。 
・内部統制システム整備の基本方針を策定する。 
・機動性のある体制づくりをする。 

私立学校法改正に伴う寄附行為の改正について、令和６年１０月に文部科学省に認可申請のうえ、

令和７年１月に認可が下りた。あわせて、内部統制システム整備の基本方針についても令和７年度よ

り運用開始できるように策定が完了した。 
私立学校法改正を機に、学園としては、理事会がある程度の機動性をもって業務の執行を行えるよ

う従来の理事総数より人数を絞り、評議員会は、理事会を監視・監督しガバナンスを効かせる立場と

し、私立学校法において最低限義務付けられている事項に加え、主要人事と予算の最終権限を評議員

会に付与することとした。 
今後、令和７年度定時評議員会後の新体制である執行役員制度、経営委員会の在り方、権限委譲の

見直しといった項目について各種規程の整備等を進めていく。 
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【教職員のエンゲージメントの向上】 
基本方針 
・教職員のエンゲージメントに注力し、組織力の強化を図る。 
具体的な施策 
・教職員のエンゲージメントを高める施策の多面的実行 
・管理職教育の強化 
・ＤＸ化の推進 

教職員のエンゲージメントを高める施策として、令和６年度において次のとおり実施した。 

・教職員給与・基本給のベースアップを実施 

・指導的立場の教職員を対象としたマネジメント研修の実施 

・ストレスチェック・エンゲージメントサーベイの所属へのフィードバック 

・学園横断的な横串活動活性化推進の「SISCo」の立上げ 

その他、福利厚生制度の見直し（家族手当の支給対象見直し、男性教職員の育休取得の促進）

や人事評価の見直し・多面評価の導入といったことを検討のうえ教職員のエンゲージメント向上

に注力していく。あわせて、管理職並びに職員の成長を促す研修を定着させることで組織力の強

化を図りたい。 

また、業務効率化の向上を目的として業務改革プロジェクト（業務仕分けによる業務の削減、

ＤＸ化、外注化）に取り組み、業務の見直しを図ることとしたい。 
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【設備投資計画】 

令和６年度は、静岡インターナショナル・エア・リゾート専門学校及び沼津日本語学院

（現：静岡日本語学院）の移転及び静岡駅前キャンパス設備等に関わる大型設備投資が行

われた他、各部門のファイルサーバーや実習用パソコン更新への投資等を行い、質の高い

教育研究活動を継続して提供していくために、有効な資金投下を行った。また、施設設備

の改修など、学生・教職員が充実した学園生活を送れるよう安心、安全に配慮したキャン

パス環境の整備を継続的に行っている。 

単位：百万円 

 

令和4年度 令和5年度 令和6年度

金額 金額 金額

大学部門 土木工学科棟建設費用 大学 874

電話交換機更新工事 〃 26

土木工学科実験機器什器等 〃 140 54

学術情報ネットワークＳＩＮＥＴ 〃 14

CNCフライス盤購入 〃 17

静岡駅前キャンパス移転関連 〃 658 24

教育棟509室Mac26台更新 〃 16

海洋DX大学改革事業・MI教育関連 〃 117

空調工事 静専 53

学内無線LAN更新 沼情 18

鷹匠キャンパス移転関連 エア 10 10 468

学内Wi-Fiリプレイス 静専 11

校舎３～５階エアコン改修工事 〃 94

校舎２～５階照明LED改修工事 〃 54

CG・ゲームギャラリー改修 沼情 14

Mac室整備事業 静デ 12

静岡駅前キャンパス移転関連 〃 3,938 19

西側階段照明LED改修工事 静専 10

校舎７階教室改修工事 沼情 11

校舎メンテナンス工事 浜未 64

エレベーターロープ他機器更新 〃 10

デザイン系学科パソコン室整備 静デ 23

ＶＰシステム整備 〃 52

宮前キャンパス移転関連 沼日 203

ｸﾞﾗﾝﾄﾞ照明LED化 静岡北 18

防球ﾈｯﾄ改修 星陵 19

浄化槽改修工事 〃 17

武道館外壁塗装工事 静岡北 17

タブレットパソコン整備 〃 11

中型スクールバス新規購入 〃 14

実習パソコン更新 〃 15

法人部門 静岡駅前キャンパス設計費用・移転関連 法人 745 828

所属ﾃﾚﾜｰｸ環境整備 〃 21

勤怠管理システム導入 〃 32

所属ファイルサーバリプレイス 〃 55

合計 1,955 5,780 1,071

中学・高校
部門

実施概要 所属

専門学校
日本語学院

部門
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【財務計画】 

① 貸借対照表関連 中期計画との比較 

≪資産総額≫                            単位：億円 

 

 

中期計画策定時の計画どおり固定資産の取得は外部からの資金調達で行わず、純資産

（基本金+繰越収支差額）により行っている。中期計画策定以降、着実に資産を積み重ね、

第４次中期計画３年目となる令和６年度についても中期計画を３億円上回り１３期連続

の増加となった。 

 

≪運用資産総額≫（現預金+特定資産+有価証券）            単位：億円 

 

 

第４次中期計画の３年目である令和６年度は、専門学校、日本語学院の移転による多額

の資金投下を行ったため、前期比（令和５年比）７億円の減少となったが、３年連続で計

画額を上回る結果となった。令和６年度も、教育研究活動充実のための設備投資など継続

的な資金投下を行いつつも、安定的な入学者の確保などにより中期計画を上回る資産総

額を達成することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 407 406 404 406 412

実　　績 410 419 407 － －

差　　額 +3 +13 +3 － －

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 172 116 117 112 130

実　　績 173 135 128 － －

差　　額 +1 +19 +11 － －
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② 事業活動収支計算書関連 中期計画との比較 

≪基本金組入前当年度収支差額≫                  単位：百万円 

 

 

≪事業活動収支差額比率≫ 

 

 

第４次中期計画での令和６年度は、前年度 SIST グループ静岡駅前キャンパス移転に関

わる大型投資による固定費用増や専門学校、日本語学院の移転などにより赤字決算（決算

目標値△２億４千万円）が想定されていましたが、総在籍者数においては３年連続で８千

人台を確保し過去最高になったものの、想定していた学生生徒数には到達できていない

ことや前年度において計上されていた米国債売却や移転に関わる補助金などが減収とな

り、基本金組入前当年度収支差額、事業活動収支差額比率ともに中期計画を下回る結果と

なった。 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 403 △71 △239 234 512

実　　績 494 344 △578 － －

差　　額 +91 +415 △339 － －

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 4.4% △0.7% △2.5% 2.4% 5.0%

実　　績 5.3% 3.6% △5.9% － －

差 +0.9% +4.4% △2.7% － －
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３．財務の概要 

（１）令和元年度 決算の概要 

 

①貸借対照表関係 
 ア）-1 貸借対照表の状況 

 
貸借対照表は、年度末における財政状態を表すもので、学校法人の教育活動を維持・継続する

ために、必要な保有資産の状況を示すための会計資料です。ここでは、資産、負債の増減と財務

比率を用いて、財務の状況を説明いたします。 
 
資産は、固定資産が対前年度比 13 億 4,400 万円減少の 350 億 5,200 万円となり、流動資産は

対前年度比 1 億 4,200 万円増額の 56 億 6,600 万円となったので、総資産額は、減少額が増加額

を上回り、対前年度比 12 億 100 万円減少の 407 億 1,800 万円となった。 
有形固定資産は、２つの学校の移転に伴う校舎改修工事・什器備品の購入等で約 10 億円の固

定資産を取得したが、前年度完成した SIST グループ静岡駅前キャンパスの校舎（建物）に係る

年間減価償却額の増加により、学園全体の年間減価償却額が約 15 億円と、固定資産の取得額を上

回ったことにより 5億 3,700 万円減少した。 
特定資産は、退職給与引当金特定資産を取崩し、退職金に充当したことにより 4,600 万円の減

少となった。 
その他の固定資産では、長期有価証券において、過去保有していた有価証券（社債）の満期償

還が 9 億円あったことなどから、7億 6,000 万円の減額となった。 
流動資産では、有価証券の売却等により現預金が１億 4,500 万円の増加となり、流動資産全体

では１億 4,200 万円の増加となった。 
負債では、固定負債で対前年比 4,600 万円減少し、流動負債においては 5 億 7,600 万円の減少

となったので、合計 6 億 2,300 万円の減少となった。固定負債は退職給与引当金のみであり、

4,600 万円の取り崩しを行ったため、期末残は 4 億 7,000 万円となった。流動負債は、各校の諸

経費支払いに係る未払金と前受金が減少し、対前年度比 5 億 7,600 万円減少の 35 億 6,300 万円

となった。 
 
流動資産、固定資産について資産構成の全体的なバランスを財務比率から見ると、流動資産構

成比率では、有価証券の満期償還金の資金化などにより前年比 0.7 ポイント上昇し、大学法人の

全国平均 14.2％に対して 13.9％と、遜色ない数値を維持している。 
負債では、外部負債（借入金）はなく、総負債比率も 8.8％と低い水準であり、大学法人全国平

均値 11.8%より下回っている。 
大型投資の影響もあり繰越収支差額構成比率が△31.7％とマイナスではあるものの、その全て

を自己資金により取得しているため、基本金比率は 99.9％（大学法人の全国平均 97.5％）、純資

産構成比率は 91.2％（大学法人の全国平均 88.2％）と高水準をキープしている。 

（１）令和６年度 決算の概要 
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ア）-2　貸借対照表の経年比較

 資産の部 （単位：千円）

科目名

 固定資産 31,730,162 34,794,159 35,534,080 36,396,478 35,052,436

 　有形固定資産 17,880,245 21,409,140 22,431,912 26,982,405 26,444,843

 　　土地 5,177,109 7,376,109 7,376,109 7,376,109 7,376,109

 　　建物 10,925,685 10,341,217 11,989,121 17,024,497 16,427,288

 　　構築物 443,106 457,957 822,167 793,242 719,135

 　　教育研究用機器備品 607,947 601,253 743,831 980,892 1,118,119

 　　管理用機器備品 86,766 98,095 78,768 129,230 148,632

 　　図書 526,111 534,426 537,492 536,627 540,151

 　　車両 26,967 46,359 26,636 35,663 29,809

 　　建設仮勘定 86,552 1,953,722 857,786 106,142 85,597

 　特定資産 6,927,031 7,278,031 7,625,831 5,195,927 5,149,625

 　　退職給与引当特定資産 510,021 529,021 504,821 517,927 471,625

 　　減価償却引当特定資産 6,317,010 6,649,010 7,021,010 4,578,000 4,578,000

     災害対策等引当特定資産 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

 　その他の固定資産 6,922,886 6,106,987 5,476,335 4,218,145 3,457,967

 　　ソフトウェア 75,325 55,586 58,909 65,988 38,748

 　　有価証券 6,427,615 5,626,544 4,995,958 3,709,090 2,984,841

 　　収益事業元入金 372,617 372,617 372,617 372,617 372,617

 流動資産 8,115,671 5,773,037 5,478,628 5,523,741 5,666,408

 　　現金預金 6,759,513 4,415,353 4,197,983 4,098,428 4,244,183

 　　有価証券 511,830 520,539 531,804 500,000 500,000

 　　修学旅行預り資産 283,583 308,300 309,476 246,209 250,947

 　　未収入金 551,818 416,456 420,149 633,852 582,394

 資産の部合計 39,845,834 40,567,197 41,012,708 41,920,220 40,718,844

 負債の部

科目名

 固定負債 508,902 526,466 496,841 516,928 470,535

 　　退職給与引当金 508,902 526,466 496,841 516,928 470,535

 流動負債 3,112,816 3,146,569 3,126,848 3,669,505 3,092,807

 　　短期未払金 681,623 450,827 504,121 913,987 587,902

 　　前受金 1,298,529 1,521,209 1,529,128 1,688,740 1,539,840

 　　預り金 849,080 866,232 781,470 820,567 714,117

 　　修学旅行預り金 283,583 308,300 309,476 246,209 250,947

 負債の部合計 3,621,719 3,673,036 3,623,689 4,186,433 3,563,342

 純資産の部

科目名

 基本金 37,510,975 41,977,599 43,722,321 49,025,993 50,046,317

 繰越収支差額 △1,286,859 △5,083,438 △6,333,302 △11,292,206 △12,890,815

 　　 翌年度繰越収支差額 △1,286,859 △5,083,438 △6,333,302 △11,292,206 △12,890,815

 純資産の部合計 36,224,115 36,894,160 37,389,018 37,733,787 37,155,502

 負債及び純資産の部合計 39,845,834 40,567,197 41,012,708 41,920,220 40,718,844

※各科目の千円未満の端数は切り捨ててあります。

令和２年度

令和２年度

令和２年度

令和４年度

令和４年度

令和４年度

令和３年度

令和３年度

令和３年度

令和６年度

令和６年度

令和６年度

令和５年度

令和５年度

令和５年度
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　　イ）　財務比率の経年比較

比　　　率 算　式 評価
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
全国平均
(令和5年度)

固定資産構成比率
固定資産
総資産

▼ 79.6 ％ 85.8 ％ 86.6 ％ 86.8 ％ 86.1 ％ 85.8 ％ 

有形固定資産構成比率
有形固定資産

総資産
▼ 44.9 ％ 52.8 ％ 54.7 ％ 64.4 ％ 64.9 ％ 57.8 ％ 

特定資産構成比率
特定資産
総資産

△ 17.4 ％ 17.9 ％ 18.6 ％ 12.4 ％ 12.6 ％ 23.6 ％ 

流動資産構成比率
流動資産
総資産

△ 20.4 ％ 14.2 ％ 13.4 ％ 13.2 ％ 13.9 ％ 14.2 ％ 

固定負債構成比率
固定負債

総負債＋純資産
▼ 1.3 ％ 1.3 ％ 1.2 ％ 1.2 ％ 1.2 ％ 6.4 ％ 

流動負債構成比率
流動負債

総負債＋純資産
▼ 7.8 ％ 7.8 ％ 7.6 ％ 8.8 ％ 7.6 ％ 5.3 ％ 

内部留保資産比率
運用資産－総負債

総資産
△ 42.7 ％ 34.9 ％ 33.5 ％ 22.2 ％ 22.9 ％ 28.2 ％ 

運用資産余裕比率
運用資産－外部負債

経常支出
△ 2.5 年 2.1 年 1.9 年 1.4 年 1.2 年 2.0 年 

純資産構成比率
純資産

総負債＋純資産
△ 90.9 ％ 90.9 ％ 91.2 ％ 90.0 ％ 91.2 ％ 88.2 ％ 

繰越収支差額構成比率
繰越収支差額

総負債＋純資産
△ △3.2 ％ △12.5 ％ △15.4 ％ △26.9 ％ △31.7 ％ △17.0 ％ 

固定比率
固定資産
純資産

▼ 87.6 ％ 94.3 ％ 95.0 ％ 96.5 ％ 94.3 ％ 97.3 ％ 

固定長期適合率
固定資産

純資産＋固定負債
▼ 86.4 ％ 93.0 ％ 93.8 ％ 95.2 ％ 93.2 ％ 90.6 ％ 

流動比率
流動資産
流動負債

△ 260.7 ％ 183.5 ％ 175.2 ％ 150.5 ％ 183.2 ％ 267.1 ％ 

総負債比率
総負債
総資産

▼ 9.1 ％ 9.1 ％ 8.8 ％ 10.0 ％ 8.8 ％ 11.8 ％ 

負債比率
総負債
純資産

▼ 10.0 ％ 10.0 ％ 9.7 ％ 11.1 ％ 9.6 ％ 13.3 ％ 

前受金保有率
現金預金
前受金

△ 520.6 ％ 290.3 ％ 274.5 ％ 242.7 ％ 275.6 ％ 390.9 ％ 

退職給与引当特定資産保有率
退職給与引当特定資産

退職給与引当金
△ 100.2 ％ 100.5 ％ 101.6 ％ 100.2 ％ 100.2 ％ 73.2 ％ 

基本金比率
基本金

基本金要組入額
△ 99.2 ％ 99.7 ％ 99.7 ％ 99.1 ％ 99.9 ％ 97.5 ％ 

減価償却比率
減価償却累計額(図書を除く）

減価償却資産取得価額(図書を除
く）

～ 61.4 ％ 63.3 ％ 60.2 ％ 53.4 ％ 55.4 ％ 55.6 ％ 

積立率
運用資産
要積立額

△ 104.0 ％ 86.9 ％ 81.7 ％ 60.5 ％ 54.9 ％ 75.9 ％ 

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない

（注２）運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金

　　　　外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務

　　　　要積立額＝減価償却累計額（有形固定資産）＋退職給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金

　　　　減価償却累計額（図書除く）＝減価償却累計額（有形固定資産－図書）

　　　　減価償却資産取得額＝（建物・構築物・教育研究機器備品・管理機器備品・車両・その他有形固定資産）

　　　　　　　　　　　　　　　＋当該資産に係る減価償却累計額

（注３）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。
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②資金収支計算書関係 

   ア）-1 資金収支計算書の状況   
 

資金収支計算書は、学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入および支出の

内容と、支払資金の収入および支出の顛末を明確に示す会計資料です。前年度繰越支払資金と

翌年度繰越支払資金を比較することにより、当該会計年度に諸活動を行った結果、現預金がど

れだけ増減したか分かる計算書類となっています。 
 

【収入の部】 
   収入の部では、最終予算（以下「予算」と言います）を 9 億 400 万円下回った 153 億 1,000

万円となった。 
      前年度繰越支払資金を除いた収入合計では、112 億 1,100 万円となり、対前年度比（前年度

繰越支払資金を除く）の収入合計では、28 億 7,600 万円の減少となった。 
     ・収入の部の主な科目について 

ⅰ）学生生徒等納付金収入 
予算を 180 万円上回り、対前年度比は１億 5,900 万円増加の 68 億 4,400 万円となった。

部門別内訳では、静岡理工科大学が 27.9％の 19 億 700 万円、中学・高校部門が 23.3％の

15 億 9,300 万円、専門学校・日本語学院部門が 48.8％の 33 億 4,200 万円となった。 
なお、学生数は、法人全体の入学者数で前年度より 213 人増加の 3,245 人となりました

が、法人全体の在籍者数は、前年度より 58 人増加の 8,314 人（入学者数・在籍者数は、各

校の 5/1 時点の人数と日本語学院 10 月入学者の合計）となった。大学、中学・高校部門、

専門学校・日本語学院部門で在籍者数の増加により収入も増加となった。 
ⅱ）手数料収入 

予算を 1,300 万円下回り、対前年度比は 700 万円減少の 9,800 万円となった。 
ⅲ）寄付金収入 

予算を 2,400 万円上回り、対前年度比は 1,400 万円増加の 1 億 6,300 万円となった。 
対前年度比増加の主な要因は、大学の奨学寄付金や、施設設備に関わる寄付金である。 

ⅳ）補助金収入 
予算を 100 万円上回り、対前年度比は 600 万円減少の 19 億 500 万円となった。対前年

度比では、令和 5 年度中に静岡デザイン専門学校の SIST グループ静岡駅前キャンパス移

転に関わる補助金があり 1 億 6,000 万円が減少しましたが、令和６年度においては大学の

海洋 DX 事業に関わる補助金で１億 3,500 万円や大学、中学・高校部門、専門学校・日本

語学院部門の経常費補助金・運営費補助金の増額があり、全体として 600 万円の減少とな

った。 
     ⅴ）資産売却収入 
        予算とほぼ同額となり、対前年度比は 6 億 3,300 万円減少の 9 億円となった。対前年度

比では、保有債券の満期償還による長期有価証券売却収入で減少となった。 
ⅵ）付随事業・収益事業収入 

予算を 3,600 万円下回り、対前年度比は 7,900 万円増加の 4 億 2,500 万円となった。対

前年度比では、大学部門の受託事業収入で増加となった。 
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ⅶ）受取利息・配当金収入 
予算を 9,100 万円上回り、対前年度比では 900 万円減少の 5,000 万円となった。 

ⅷ）雑収入 
予算を 2,900 万円上回り、対前年度比 9,100 万円増加の 4 億 2,500 万円となった。対前

年度比増加の主な要因は、退職金社団交付金収入の増加などによる。 
     ⅸ）前受金収入 
        予算を 2 億 400 万円下回り、対前年度比では 1 億 4,800 万円減少の 15 億 3,900 万円と

なった。静岡理工科大学、静岡北高等学校、星陵中学校、静岡産業技術専門学校、沼津ビ

ジネス情報専門学校、浜松未来総合専門学校、静岡デザイン専門学校、沼津日本語学院の

入学金又は授業料前受金が減少した。 
     ⅹ）その他の収入 

   予算を 1 億 3,000 万円下回り、対前年度比では 23 億 800 万円減少の 12 億 900 万円と

なった。対前年度比減少の主な要因は、減価償却引当特定資産取崩収入の減少などによる。 
     ⅺ）資金収入調整勘定 

   予算を 5 億 8,200 万円下回り（マイナス調整額の増加）、対前年度比では 1 億 800 万円

減少（マイナス調整額の増加）の△22 億 7,100 万円となった。対前年度比減少（マイナス

調整額の増加）の主な要因は、前期末授業料・入学金前受金などのマイナス調整額の増加

による。 
 

【支出の部】 
   支出の部では、予算を 9 億 400 万円下回った 162 億 1,400 万円となった。 

翌年度繰越支払資金を除く支出合計では、予算を 9 億 400 万円下回った 112 億 1,100 万円とな

り、対前年度比（翌年度繰越支払資金を除く）支出合計は、3 億 1,200 万円減少となった。 
・支出の部の主な科目について 
ⅰ）人件費支出 
（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より退職給与引当金繰入額が除かれて

いる。） 
予算とほぼ同額となり、対前年度比は 3 億 1,400 万円増加の 51 億 4,000 万円となった。

内訳は教員人件費 35 億 5,800 万円、職員人件費 12 億 200 万円、退職金 3 億 3,200 万円

が計上され、対前年度比では、教員人件費で 1 億 4,200 万円、職員人件費で 6,000 万円、

退職金で 1 億 800 万円の増加となった。 
ⅱ）教育研究経費支出 
（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より減価償却額が除かれている。） 

予算を 3 億 300 万円下回った 29 億 7,200 万円となった。大学での研究関連予算の繰り

越しや、各校の消耗品費や光熱水費、旅費交通費、委託費などで予算を残す結果となった。 
対前年度比では、4 億 2,100 万円の増加となった。SIST グループ静岡駅前キャンパスの

建物に係る保守管理等経費の増加や、静岡インターナショナル・エア・リゾート専門学校

と沼津日本語学院の移転に係る費用、浜松未来総合専門学校の屋上防水・外壁改修工事な

どにより、教育研究経費全体では増額となった。 
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ⅲ）管理経費支出 
（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より減価償却額が除かれている。） 

予算を 2 億 4,500 万円下回った 11 億 4,300 万円となった。対前年度比では、１億 6,000
万円の増加となった。対前年度比増加の主な要因は、SIST グループ静岡駅前キャンパス

の建物に係る管理部門の保守管理など経費の増加による。 
ⅳ）借入金等返済支出 

借入金は令和 2 年度にすべて返済されたため、令和 6 年度は予算、実績ともになし。 
ⅴ）施設関係支出 

    予算を 3,400 万円下回り、対前年度比では 47 億 300 万円減少の 4 億 7,300 万円となっ

た。対前年比減少の主な要因は、令和 5 年度に完成した SIST グループ静岡駅前キャンパ

スの建物等の支払いの減少による。 
ⅵ）設備関係支出 
   予算を 4,500 万円下回り、対前年度比では 1 億 700 万円減少の 4 億 6,700 万円となっ

た。対前年度比減少の要因は、令和 5 年度に完成した SIST グループ静岡駅前キャンパス

の機器の新規取得など、大型設備投資の減少による。 
ⅶ）資産運用支出 

予算を 1 億 2,200 万円下回り、対前年度比では 6,600 万円増加の 4 億 4,200 万円となっ

た。対前年度比増加の主な要因は、長期有価証券の購入による。 
ⅷ）その他の支出 

予算を１億 6,000 万円上回り、対前年度比では 4 億 2,900 万円増加の 13 億 6,200 万円

となった。対前年度比増加の主な要因は、前期末未払金支払支出や預り金支払支出の増加

による。 
ⅸ）資金支出調整勘定 
   予算を 4 億 2,300 万円下回り（マイナス調整額の増加）、対前年度比では 2 億 9,700 万

円減少（マイナス調整額の増加）の△6 億 3,200 万円となった。対前年度比減少（マイナ

ス調整額の増加）の主な要因は、期末未払金の減少（マイナス調整額の増加）による。 
 

【翌年度繰越支払資金】 
   収入の部合計から、支出合計を差し引きした翌年度繰越支払資金は、42 億 4,400 万円となっ

た。令和 6 年度は、静岡インターナショナル・エア・リゾート専門学校、沼津日本語学院（現：

静岡日本語学院）の移転に伴う校舎改修工事や什器備品などの投資がありましたが、債券の満

期償還金が現預金に振り替わっていることなどもあり、前年度繰越支払資金から１億 4,500 万

円の増加となった。 
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ア）-2　資金収支計算書の経年比較

（単位：千円）

大科目名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

＜収入の部＞

 学生生徒納付金収入 6,499,790 6,465,104 6,753,977 6,684,124 6,844,091 

 手数料収入 102,660 108,025 97,076 106,333 98,537 

 寄付金収入 68,693 97,163 111,710 149,019 163,481 

 補助金収入 1,557,740 1,655,046 1,832,926 1,911,461 1,905,463 

 資産売却収入 984,180 800,257 826,001 1,533,900 900,825 

 付随事業・収益事業収入 172,735 204,558 152,110 265,742 345,298 

 受取利息・配当金収入 83,127 80,095 72,856 59,069 50,060 

 雑収入 353,759 263,317 315,025 333,798 425,488 

 借入金等収入 0 0 0 0 0 

 前受金収入 1,298,529 1,521,209 1,529,128 1,688,740 1,539,840 

 その他の収入 989,232 1,208,015 1,094,288 3,518,403 1,209,768 

 資金収入調整勘定 △1,986,990 △1,714,986 △1,941,358 △2,163,080 △2,271,134 

合　　　計 10,123,459 10,687,807 10,843,742 14,087,513 11,211,722 

 前年度繰越支払資金 6,902,189 6,759,513 4,415,353 4,197,983 4,098,428 

収入の部合計 17,025,649 17,447,321 15,259,095 18,285,496 15,310,150 

＜支出の部＞

 人件費支出 4,365,051 4,450,611 4,590,268 4,825,897 5,140,067 

 教育研究経費支出 1,862,450 1,907,185 2,331,240 2,247,129 2,668,489 

 管理経費支出 859,738 816,973 897,026 982,330 1,143,091 

 借入金等利息支出 279 0 0 0 0 

 借入金等返済支出 26,660 0 0 0 0 

 施設関係支出 1,423,851 4,283,966 1,765,950 5,176,966 473,281 

 設備関係支出 280,750 237,808 334,991 575,740 467,997 

 資産運用支出 1,238,306 669,900 872,369 376,116 442,914 

 その他の支出 901,941 1,123,921 885,462 933,109 1,362,400 

 [予備費] 0 0 0 0 0 

 資金支出調整勘定 △692,895 △458,399 △616,197 △930,222 △632,275 

合　　　計 10,266,135 13,031,967 11,061,112 14,187,067 11,065,967 

 翌年度繰越支払資金 6,759,513 4,415,353 4,197,983 4,098,428 4,244,183 

支出の部合計 17,025,649 17,447,321 15,259,095 18,285,496 15,310,150 

※各科目の千円未満の端数は切り捨て。

※学内取引収支は除く。
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イ）-1 活動区分資金収支計算書の状況 

 
活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の収支内訳を「教育活動」「施設整備等活動」「そ

の他の活動」の３つの活動区分に分類し、資金の流れが示されます。ここでは各活動区分の資金

の流れ（実績額）について解説いたします。 
 
 

【教育活動による資金収支】 
  教育活動による資金収支では、本業におけるキャッシュベースでの資金の流れが示されている。

令和 6 年度は、学納生徒等納付金収入などの収入が、人件費支出、教育研究費支出、管理経費支

出を上回り 5 億 8,400 万円の資金増となった。 
 
【施設整備等活動による資金収支】 
  施設整備等活動による資金収支では、施設設備の取得に係る資金の流れが示されている。令和

6 年度では、静岡インターナショナル・エア・リゾート専門学校、沼津日本語学院（現：静岡日

本語学院）の移転に伴う校舎改修工事・什器備品の購入など SIST グループ静岡駅前キャンパス

の建築費用の支払いなど、施設設備関係支出で 9 億 4,100 万円の支出があったが、施設設備に関

わる寄付金収入や補助金収入により、11 億 3,300 万円の資金減に留まった。 
 
【その他の活動による資金収支】 
  その他の活動による資金収支では、資金の運用状況や借入金の状況、預り金の受払などの経過

的な活動に関する収支状況が示されている。令和 6 年度は、有価証券（債券）の満期償還などに

より、6 億 9,400 万円の資金増となった。 
 
【翌年度繰越支払資金】 
  以上の結果、令和 5 年度末の繰越支払資金 40 億 9,800 万円から、１億 4,500 万円現金預金が

増加した 42 億 4,400 万円となった。 
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イ）-2　活動区分資金収支計算書の経年比較

(単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

金　額 金　額 金　額 金　額 金　額

教育活動による資金収支

 教育活動資金収入計 8,719,579 8,731,192 9,185,235 9,218,824 9,741,208

 教育活動資金支出計 7,087,241 7,174,770 7,818,535 8,055,357 8,951,648

1,632,338 1,556,421 1,366,699 1,163,466 789,560

△142,702 202,569 122,270 62,229 △205,053

 　教育活動資金収支差額 1,489,636 1,758,991 1,488,969 1,225,696 584,506

施設整備等活動による資金収支

 施設整備等活動資金収入計 28,525 54,836 96,117 2,667,155 34,265

 施設整備等活動資金支出計 2,015,601 4,853,775 2,472,942 5,752,706 941,278

△1,987,076 △4,798,938 △2,376,825 △3,085,551 △907,013

3,082 △169,530 △15,075 190,035 △226,484

 　施設整備等活動資金収支差額 △1,983,993 △4,968,468 △2,391,900 △2,895,516 △1,133,498

 小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） △494,357 △3,209,477 △902,931 △1,669,820 △548,991

その他の活動による資金収支

 その他の活動資金収入計 1,812,377 1,543,736 1,558,163 2,255,723 1,533,690

 その他の活動資金支出計 1,241,975 668,121 918,768 760,731 803,145

570,402 875,614 639,394 1,494,991 730,544

△218,720 △10,297 46,166 75,274 △35,797

 　その他の活動資金収支差額 351,681 865,317 685,560 1,570,265 694,746

 支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △142,675 △2,344,160 △217,370 △99,554 145,755

 　　　　前年度繰越支払資金 6,902,189 6,759,513 4,415,353 4,197,983 4,098,428

 　　　　翌年度繰越支払資金 6,759,513 4,415,353 4,197,983 4,098,428 4,244,183

ウ）　財務比率の経年比較

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない
（注２）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。
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比　　　率 算　式 評価
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
全国平均
(令和５年度)

教育活動資金
収支差額比率

教育活動資金収支差額
教育活動資金収入計 △ 17.1% 20.1% 16.2% 13.3% 6.0% 12.7 ％ 
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③事業活動収支計算書関係 

ア）-1 事業活動収支計算書の状況 

 
事業活動収支計算書は、「教育活動収支」「教育活動外収支」と「特別収支」に区分され、資

金収支計算書と重複する科目及び金額があるため、ここでは区分ごとに説明いたします。 
 

【教育活動収支】 
教育活動収支では、学生生徒等納付金や手数料、寄付金、経常費等補助金、付随事業収入、雑

収入による収入から、人件費、教育研究経費、管理経費の支出が差引され教育活動収支差額が計

算されます。 
ⅰ）事業活動収入の部 

教育活動収入の合計は、予算を 900 万円上回った 97 億 6,900 万円となり、対前年度比で

は、5 億 4,200 万円の増加となった。学生生徒等納付金、寄付金収入、経常費等補助金、付随

事業収入、雑収入で対前年度比増加したが、手数料収入で減少となった。 
ⅱ）事業活動支出の部 

教育活動支出の合計は、予算を 6 億 1,500 万円下回った 104 億 3,500 万円となった。人件

費、教育研究経費、管理経費ともに予算を下回る結果となった。対前年度比では人件費、教

育研究経費、管理経費ともに増加し、教育活動支出合計で 11 億 4,400 万円の増加となった。 
ⅲ）教育活動収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、教育活動収支差額は予算より 6 億 1,500 万円

収支が好転し、対前年度比では 6 億 200 万円収支が悪化した△6 億 6,500 万円となった。 
【教育活動外収支】 
  教育活動外収支では、受取利息・配当金やその他の教育活動外収入（収益事業収入）による

収入から、借入金等利息などの支出が差引され教育活動外収支差額が計算されます。 
ⅰ）事業活動収入の部 

予算を 500 万円上回った 5,700 万円となり、対前年度比では 1,100 万円の減少となった。 
ⅱ）事業活動支出の部 

借入金、借入金利息は、令和 2 年度中に全て返済し、令和 6 年度は予算、実績ともになし。 
ⅲ） 教育活動外収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、教育活動外収支差額は予算より 500 万円収支 
が好転し、対前年度比は 6 億 1,300 万円収支が悪化した 6 億 700 万円となった。 

【経常収支差額】 
教育活動及び教育活動外の収支差額を合計した経常収支差額は予算より 5 億 1,600 万円収支

が好転し、対前年度比は 3 億 6,900 万円収支が悪化した 500 万円となった。 
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【特別収支】 
  特別収支では、資産売却差額やその他の特別収入（施設設備に関わる寄付金・補助金）によ

る収入から、資産処分差額やその他の特別支出（災害損失・過年度修正額等）の支出が差引さ

れ特別収支差額が計算されます。 
 ⅰ）事業活動収入の部 

予算を 500 万円上回った 5,400 万円となり、対前年度比では 2 億 9,900 万円の減少とな

った。特別収入での対前年度比の減少の主な要因は、令和 5 年度に計上のあった米国債の

売却益、静岡デザイン専門学校の SIST グループ静岡駅前キャンパス移転に伴う静岡市か

らの補助金の減少による。 
ⅱ）事業活動支出の部 

予算を 1,600 万円下回った 2,500 万円となり、対前年度比では 1,000 万円の増額となっ

た。 
ⅲ）特別収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、特別収支差額は予算より 1,000 万円収支が

好転し、対前年度比では 3 億 900 万円収支が悪化した 2,900 万円となった。 
【基本金組入前当年度収支差額】 

経常収支差額及び特別収支差額を合計した基本金組入前当年度収支差額は予算より 6 億

1,000 万円収支が好転し、対前年度比は 9 億 2,300 万円収支が悪化したマイナス 5 億 7,800 万

円となった。 
事業活動収入に対する事業活動収支差額比率は△5.9％となり、前期比 9.5％の減少となった。 

【基本金組入額合計】 
令和 6 年度の基本金組入額は、第 1 号基本金で 18 億 3,300 万円の組入れとなった。第 1 号

基本金については、浜松未来総合専門学校、静岡デザイン専門学校以外において、資産の取得

額や前期末未組入額の当期組入額が、施設設備の除却などの基本金取崩額を上回ったためであ

る。 
【当年度収支差額】 

当年度収支差額は予算より8億9,800万円収支が好転したマイナス24億1,200万円となり、

対前年度比は、25 億 4,600 万円の増加となった。対前年度比増加の主な要因は、令和 5 年度に

完成した静岡駅前キャンパスの建物等資産の取得に係る基本金組入額が 34 億 6,900 万円減少

したためである。 
    【基本金取崩額】 

今年度の基本金取崩額は 8 億 1,300 万円となった。浜松未来総合専門学校、静岡デザイン専

門学校において、第 1 号基本金の取崩額が組入額を上回ったため、取崩額として 8 億 1,300 万

円が計上されている。 
【翌年度繰越収支差額】 

当年度繰越収支差額から前年度繰越収支差額及び基本金取崩額を合計した翌年度繰越収支

差額は、予算より 9 億 1,100 万円収支が悪化し、対前年度比では 15 億 9,800 万円減少したマイ

ナス 128 億 9,000 万円となった。 
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ア）-2　事業活動収支計算書の経年比較

（単位：千円）

科　　　目

学生生徒等納付金 6,499,790 6,465,104 6,753,977 6,684,124 6,844,091

手数料 102,660 108,025 97,076 106,333 98,537

寄付金 65,131 61,213 117,295 138,822 158,585

経常費等補助金 1,534,399 1,640,715 1,769,716 1,706,186 1,880,551

付随事業収入 165,461 197,112 144,635 258,232 337,585

雑収入 353,759 263,942 322,823 333,798 450,333

教育活動収入計 8,721,202 8,736,115 9,205,524 9,227,498 9,769,685

科　　　目

人件費 4,386,894 4,468,800 4,568,441 4,845,984 5,118,519

　　（退職金） 207,574 161,182 149,466 208,862 284,953

　　（退職給与引当金繰入額） 43,814 26,803 12,502 34,807 25,821

教育研究経費 2,754,778 2,876,581 3,382,808 3,392,733 4,028,803

　　（減価償却額） 890,705 965,098 1,039,076 1,136,930 1,356,682

管理経費 906,551 874,921 958,738 1,051,801 1,287,715

　　（減価償却額） 46,813 57,947 61,711 69,471 144,624

徴収不能額等 0 0 0 100 0

教育活動支出計 8,048,225 8,220,303 8,909,988 9,290,619 10,435,038

672,977 515,811 295,536 △63,121 △665,353

科　　　目

受取利息・配当金 81,938 79,033 72,343 61,242 49,887

その他の教育活動外収入 7,274 7,445 7,474 7,510 7,712

教育活動外収入計 89,213 86,479 79,818 68,752 57,600

科　　　目

借入金等利息 279 0 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 279 0 0 0 0

88,933 86,479 79,818 68,752 57,600

761,910 602,290 375,354 5,631 △607,752

科　　　目

資産売却差額 0 257 14,535 103,753 824

その他の特別収入 55,960 83,721 114,236 250,178 53,829

特別収入計 55,960 83,978 128,771 353,931 54,654

科　　　目

資産処分差額 42,315 16,223 9,268 14,794 25,186

その他の特別支出 0 0 0 0 0

特別支出計 42,315 16,223 9,268 14,794 25,186

13,644 67,754 119,503 339,137 29,467

　〔予備費〕 0 0 0 0 0

基本金組入前当年度収支差額 775,555 670,045 494,858 344,768 △578,284

基本金組入額合計 △1,380,512 △4,467,044 △1,844,299 △5,303,672 △1,833,775

当年度収支差額 △604,957 △3,796,998 △1,349,441 △4,958,904 △2,412,060

前年度繰越収支差額 △684,426 △1,286,859 △5,083,438 △6,333,302 △11,292,206

基本金取崩額 2,523 420 99,577 0 813,451

翌年度繰越収支差額 △1,286,859 △5,083,438 △6,333,302 △11,292,206 △12,890,815

（参考）　

事業活動収入計 8,866,376 8,906,572 9,414,114 9,650,182 9,881,940

事業活動支出計 8,090,820 8,236,527 8,919,256 9,305,414 10,460,225

※各科目の千円未満の端数は切り捨て。

※学内取引収支は除く。
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イ）　財務比率の経年比較

比　　　率 算　式 評価
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
全国平均
(令和5年度)

人件費比率
人 件 費
経常収入

▼ 49.8 ％ 50.7 ％ 49.2 ％ 52.1 ％ 52.1 ％ 50.9 ％ 

人件費依存率
人 件 費

学生生徒等納付金
▼ 67.5 ％ 69.1 ％ 67.6 ％ 72.5 ％ 74.8 ％ 69.8 ％ 

教育研究経費比率
教育研究経費

経常収入
△ 31.3 ％ 32.6 ％ 36.4 ％ 36.5 ％ 41.0 ％ 36.6 ％ 

管理経費比率
管理経費
経常収入

▼ 10.3 ％ 9.9 ％ 10.3 ％ 11.3 ％ 13.1 ％ 8.7 ％ 

借入金等利息比率
借入金等利息

経常収入
▼ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.1 ％ 

事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入
△ 8.7 ％ 7.5 ％ 5.3 ％ 3.6 ％ △5.9 ％ 4.2 ％ 

基本金組入後収支比率 事業活動支出
事業活動収入－基本金組入額

▼ 108.1 ％ 185.5 ％ 117.8 ％ 214.1 ％ 130.0 ％ 106.1 ％ 

学生生徒等納付金比率
学生生徒等納付金

経常収入
～ 73.8 ％ 73.3 ％ 72.7 ％ 71.9 ％ 69.6 ％ 72.9 ％ 

寄付金比率
寄 付 金

事業活動収入
△ 1.1 ％ 1.5 ％ 1.8 ％ 1.9 ％ 1.9 ％ 2.2 ％ 

経常寄付金比率
教育活動収支の寄付金

経常収入
△ 0.7 ％ 0.7 ％ 1.3 ％ 1.5 ％ 1.6 ％ 1.4 ％ 

補助金比率
補 助 金

事業活動収入
△ 17.6 ％ 18.6 ％ 19.5 ％ 19.8 ％ 19.3 ％ 14.4 ％ 

経常補助金比率
経常費等補助金

経常収入
△ 17.4 ％ 18.6 ％ 19.1 ％ 18.4 ％ 19.1 ％ 14.3 ％ 

基本金組入率
基本金組入額
事業活動収入

△ 15.6 ％ 50.2 ％ 19.6 ％ 55.0 ％ 18.6 ％ 9.7 ％ 

減価償却額比率
減価償却額
経常支出

～ 11.6 ％ 12.4 ％ 12.4 ％ 13.0 ％ 14.4 ％ 11.4 ％ 

経常収支差額比率
経常収支差額

経常収入
△ 8.6 ％ 6.8 ％ 4.0 ％ 0.1 ％ △6.2 ％ 3.5 ％ 

教育活動収支差額比率
教育活動収支差額
教育活動収入計

△ 7.7 ％ 5.9 ％ 3.2 ％ △0.7 ％ △6.8 ％ 1.2 ％ 

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない

（注２）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。
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　①　有価証券の状況 （単位：千円）

　②　借入金の状況 なし （日本私立学校振興・共済事業団からの借入金は令和２年度に完済）

　③　学校債の状況 なし

　④　寄付金の状況 （単位：千円）

　⑤　補助金の状況 （単位：千円）

専門学校・日本語学校

合計

一般寄付金 0

特別寄付金 22,200 鈴与高度ICT技術者育成奨学金

現物寄付 0

一般寄付金 0

特別寄付金 80,478 奨学寄付金、後援会からの寄付

現物寄付 12,449 科研費購入分

特別寄付金 60,275 保護者の会、星光会他からの寄付

現物寄付 8,352 卒業生、星光会からの寄付

部　門 種 類 金 額

一般寄付金 0

摘 要

学校法人

大学

中学・高校

計 5,684,841 5,109,704 -62,135

時価のない有価証券 4 513,000 －

その他 1 455,309 480,000

−

+24,691

-38,527

投資信託 － － －

貸付信託 － － －

-97,190

+48,891

－

－

一般寄付金 0

特別寄付金 163,481

部　門 種　類 金　額 摘　要

現物寄付 24,021

現物寄付 3,219 後援会、卒業生他からの寄付

一般寄付金 0

特別寄付金 528 後援会からの寄付

0

212,811

大学

経常費 232,068

施設設備費

その他
授業料等減免費補助金、
地方大学・地域産業創生事業費補助金他

その他 218,015 修学支援事業費補助金他

中学・高校

経常費 972,482

施設設備費 6,487 北高施設整備補助金

その他 176,366 授業料減免事業費補助金他

合計

経常費 1,273,359

施設設備費 24,912

その他 607,194

専門学校・日本語学校

運営費 68,809

施設設備費 18,425 エア静岡市補助金（鷹匠移転）他

（２）その他

差　額 表示科目

減価償却特定資産

有価証券

有価証券

有価証券

有価証券

区　分 数　量 帳簿価額 時　価

債券
18 2,200,000 2,161,472

25 2,500,019 2,402,829

株式 25,800株 16,512 65,403

有価証券
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⑥収益事業の状況 

 
     本法人は、私立学校法に基づき収益事業を行っています。当該収益事業は、学校法人会計から

区分し、一般に公正妥当と認められる企業会計の原則により経理処理することとされています。

本法人では、平成 28 年度から以下の収益事業の対象事業を行っています。 
    【事業概要】 
     業種  ：不動産賃貸業 
     事業内容：沼津情報・ビジネス専門学校の隣地を、駐車場経営会社へ貸出し、同社が有料駐車

場を経営し、本法人は土地の賃料収入として受け入れています。 
     
 
   【損益計算書の概要】 
     営業収益では、土地賃借料収入 1,231 万円を計上し、営業費用では、人件費、公租公課等で 349

万円を計上している。その結果、営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は、882 万円とな

り、経常利益は、営業利益と同額の 882 万円となった。営業利益のうち 771 万円を学校法人会計

へ繰り入れたため、税引前当期純利益は 111 万円となり、法人税等の支払額が 111 万円となった

ため当期純損益は 0 円となった。当期純損益がゼロであったので、繰越利益剰余金は、前期繰越

損益と同額の 30 万円となった。 
【貸借対照表の概要】 

資産の部では、固定資産で学校法人会計から元入として繰り入れた土地 3 億 6,600 万円と、令

和元年度に設置したフェンス（構築物）で 297 万円を計上している。また、流動資産で現預金

614 万円を計上している。負債の部では、流動負債において未払金、前受金（令和 7 年 4 月分賃

料）で 252 万円を計上し、純資産の部では、元入金の 3 億 7,200 万円と繰越利益剰余金の 30 万

円となった。 
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　ア）-1  収益事業 貸借対照表の経年比較

（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

 資産の部

 流動資産 3,197 3,909 4,621 5,333 6,145

 　　現金預金 3,197 3,909 4,621 5,333 6,145

 固定資産 372,151 371,439 370,727 370,014 369,302

 　有形固定資産 372,151 371,439 370,727 370,014 369,302

 　　土地 366,332 366,332 366,332 366,332 366,332

 　　構築物 5,819 5,107 4,394 3,682 2,970

 資産の部合計 375,348 375,348 375,348 375,348 375,448

 負債の部

 流動負債 2,426 2,426 2,426 2,426 2,526

 　　未払金 1,110 1,110 1,110 1,110 1,110

 　　前受金 1,316 1,316 1,316 1,316 1,416

 負債の部合計 2,426 2,426 2,426 2,426 2,526

 純資産の部

元入金 372,617 372,617 372,617 372,617 372,617

利益余剰金 304 304 304 304 304

 　　その他利益余剰金 304 304 304 304 304

 　　繰越利益余剰金 304 304 304 304 304

 純資産の部合計 372,921 372,921 372,921 372,921 372,921

 負債及び純資産の部合計 375,348 375,348 375,348 375,348 375,448

　ア）-2  収益事業 損益計算書の経年比較　
（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅰ　営業損益

（１）営業収益（賃料収入） 12,016 12,316 12,316 12,316 12,316

（２）営業費用 3,632 3,761 3,731 3,696 3,493

営業利益 8,384 8,555 8,584 8,620 8,822

経常利益 8,384 8,555 8,584 8,620 8,822

学校会計繰入前利益 8,384 8,555 8,584 8,620 8,822

学校会計繰入金支出 7,274 7,445 7,474 7,510 7,712

税引前当期純利益 1,110 1,110 1,110 1,110 1,110

法人税、住民税及び事業税 1,110 1,110 1,110 1,110 1,110

当期純損益 0 0 0 0 0

前期繰越損益 304 304 304 304 304

繰越利益剰余金 304 304 304 304 304
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⑦関連当事者との取引の状況

　　　ア）関連当事者

役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

株式会社ベ
ルキャリ
エール
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

労働者
派遣事
業・有料
職業紹
介事業・
ｱｳﾄｿｰｼ
ﾝｸﾞ事業
他

― ―
派遣職員等
の委託契約

派遣職員等の
委託契約
（注２）

6,145 未払金 113

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

静岡塩業株
式会社
（注１）

静岡市
　葵区

24,000

塩卸売
業・食品
加工素
材卸売
業・不動
産事業

―
兼任
1名

旧本部事務
所の賃貸契
約

旧本部事務所
退去に伴う原
状回復費用の
支払
（注３）

8,690 － －

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与株式会
社
（注１）

静岡市
　清水区

1,000,000

港湾運
送事業・
物件の
賃貸業・
倉庫業・
機密文
書廃棄
他

―
兼任
2名

施設の賃貸
契約および
書類保管・機
密文書廃棄
の契約

出向者受入人
件費、施設賃
貸料の支払お
よび書類保管
料・機密文書
廃棄料の支払
（注４）

59,759 未払金 2,341

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与建設株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

100,000

建築事
業・土木
事業・土
地建物
取引業
他

―
兼任
1名

校舎の修繕
校舎の修繕費
用の支払
（注５）

553,469 未払金 990

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与商事株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

2,000,000

石油製
品ＬＰＧ
等ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ販
売・ﾎﾞﾄﾙ
ｳｫｰﾀｰ
の製造
販売事
業他

―
兼任
１名

プロパンガ
ス、ボトル
ウォーターの
供給および
オフィス周辺
機器（複合機
等）の販売、
本部施設の
賃貸契約

プロパンガス、
ボトルウォー
ター費用の支
払およびオフィ
ス周辺機器（複
合機等）購入
費用、施設修
繕費用の支
払、本部施設
の賃貸料支払
（注６）

23,380 未払金 4,905

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与リ
ニューアル
株式会社
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

建物の
増改築、
リフォー
ム事業

― ― 施設の修繕
施設修繕費用
の支払
（注７）

103,393 未払金 43,879

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与システ
ムテクノロ
ジー株式会
社
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

ｼｽﾃﾑ開
発事業・
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ
ｿﾌﾄ開発
販売事
業・運用
ｻｰﾋﾞｽ事
業他

15%
兼任
１名

システム開発
および保守、
コンピュー
ターおよび周
辺機器の販
売

システム開発
および保守費
用、コンピュー
ターおよび周
辺機器購入費
用、出向者受
入人件費（注
８）

33,297 未払金 3,050

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は

出資金

事業
内容又
は職業

期末残高
議決権
の所有
割合

（単位 ：千円）

関係内容
取引の
内　容

取引金額 勘定科目
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役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

静岡ビル
サービス株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

30,000

建築物
等管理
保全事
業・清掃
業・保安
警備事
業他

― ―

本部事務所
の賃貸契約
および保守
管理・清掃委
託

本部事務所の
賃貸料および
保守管理料・
清掃料の支払
（注９）

268,418 未払金 30,933

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与セキュ
リティサービ
ス株式会社
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

ｵﾌｨｽｾ
ｷｭﾘﾃｨ・
施設警
備・警備
機器販
売事業
他

― ―
機械警備保
障

機械警備料の
支払
（注１０）

13,098 未払金 1,077

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　 当法人の理事及びその近親者が議決権の過半数を保有している。

（注２）　 派遣等の職員の採用については、株式会社ベルキャリエール以外からも複数の業者に依頼を行い決定している。

（注３）　 旧本部事務所の原状復帰費用支払のため、合い見積もりはできなかったが、減額交渉を行うなど費用の妥当性を確認し支払いを行っている。

（注４）　 施設の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

　　　　　 書類保管および機密文書廃棄については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　　　　　 出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っている。

（注５）　 校舎の修繕については、施工金額に応じて、指名競争入札もしくは見積競争の上、発注先・発注金額を決定している。

（注６）　 プロパンガスおよびボトルウォーターについては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　　　　　 オフィス周辺機器（複合機等）の購入については、鈴与商事株式会社以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、

　　　　   発注先 ・発注金額を決定している。

　　　　   その他施設修繕については、鈴与商事株式会社以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、発注先 ・発注金額を決定している。

　　　　   施設の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

（注７）　 施設の修繕については、鈴与リニューアル株式会社以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、発注先 ・発注金額を決定している。

（注８）　 システムの開発および保守について、鈴与システムテクノロジー株式会社以外からも複数の業者に依頼を行い決定している。

            コンピューターおよび周辺機器の購入については、鈴与システムテクノロジー以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、

　　　　   発注先 ・発注金額を決定している。出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っている。

（注９）　 保守管理・清掃委託については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　　　　   施設の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

（注10）  機械警備保障については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　　　イ）出資会社　　 なし

⑧学校法人間財務取引 なし

（単位 ：千円）

関係内容
取引の
内　容

取引金額 勘定科目 期末残高
議決権
の所有
割合

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は

出資金

事業
内容又
は職業
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（１）令和元年度 決算の概要 

 

①経営状況の分析 

 ア）-1 事業活動収支計算書の分析 
令和６年度は、静岡駅前キャンパスへの移転効果もあり、法人全体の入学者数は前期

比＋２１３名となり、在籍者数も８，３１４名(前期比＋５８名)と過去最高の人数とな

りました。 

令和６年度の「教育活動収支」（※１）では入学者数、在籍者数とも増えた事で、学納

金収入は前期比で１億５千９百万円増加。一方の支出では静岡駅前キャンパスに係る減

価償却額・修繕積立金・管理費等が増加した他、中高スクールバス運行費用や人件費とい

った経常経費の増加に加え、２つの学校移転に係る経費など単年度の事業計画実施によ

り支出は大幅に増加し、本業における教育活動収支は△６億６千５百万円の赤字となり

ました。 

特別収支では、令和５年度に計上のあった米国債の売却益、静岡駅前キャンパスに関

わる補助金がなくなった事で前期比△３億９百万円となりました。 

「基本金組入前当年度収支差額」（※３）では５億７千８百万円の赤字と、前期比で△
９億２千３百万円の収支悪化となりました。 

 

  

 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 

（３）経営状況の分析、経営状況の成果と課題、今後の方針・対応方策 
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ア）-2 収支差額の増減分析(対前年度) 

 収支の改善（増収） 

「学納金収入」(※１)は、入学者数、在籍者数の増加により、前期比で１億５千９百万

円増加となりました。 

「補助金収入」(※２)は、大学において海洋ＤＸ事業に係る補助金１億３千５百万円

が採択された事で、法人全体で補助金収入が１億７千４百万円増加しました。 

 収支の悪化（減収・経費増） 

「特別収支」(※３)は、令和５年度に計上のあった静岡駅前キャンパス移転に係る補

助金や、米国債の売却益がなくなった事で前期比△３億１千７百万円となりました。 

「人件費」(※４)は、学園全体の教職員で＋１２人(令和５年度期末５５３人→令和６

年度期末５６５人)の増員やベースアップの実施等により、法人全体で２億７千２百万円

の増加となりました。 

「教育研究経費・管理経費 ※５」では静岡駅前キャンパスに係る経費が増加した他、

中高スクールバス運行委託費用の増加(＋７０百万円)や人件費の増加などの経常経費の

増加に加え、２校の移転経費や、浜松未来総合専門学校の屋上防水工事などといった単

年度の事業計画実行により前期比８億７千１百万円の増加となりました。大幅な支出の

増加により「基本金組入前当年度収支差額」は５億７千８百万円の赤字となりました。 
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ア）-3 部門別の収支状況 

   『大学部門』では、在籍者数の増加により学納金収入が６千７百万円増加した他、海

洋 DX 事業に係る補助金採択などにより、補助金収入が１億２千５百万円増加するなど、

事業活動収入全体で３億４千９百万円増加しました。一方で人件費(退職金除き９千１百

万円)や静岡駅前キャンパスの減価償却負担(３千１百万円)など、経費も増加した事から

最終損益では△３億６千３百万円と前期並みの赤字水準となりました。 
『中学・高校部門』では、部門全体の在籍者数はほぼ横ばいの一方で、スクールバス運

営費が７０百万円増加し、前期に計上のあった施設設備関連の寄付金補助金約２０百万

円、米国債の売却益３千２百万円がなくなった事などにより最終損益は１億４千３百万

円の黒字と、前期比△１億４千７百万円の減益となりました。 
『専門学校・日本語学院部門』は、在籍者数の増加により学納金収入は７千６百万円増

加したが、前期に静岡駅前キャンパス移転に係る補助金１億６千６百万円、米国債の売

却益６千６百万円を計上した反動減で事業活動収入は前期比△２億５百万円。経費では

静岡駅前キャンパスに係る費用(減価償却・修繕積立・管理費等)約２億７千万円、２校の

移転費用(校舎改修・各種備品類等)１億７千万円の他、部門の人件費(退職金除き)が前期

比で８０百万円増加し、最終損益は△２億８千６百万円の赤字となりました。 
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イ）貸借対照表の分析 

令和６年度の「資産総額」は、令和５年度決算額の４１９億２千万円に対し１２億１百

万円減少の４０７億１千８百万円となりました。資産総額に占める純資産の割合を示す

「純資産構成比率」は９０％超あり、「借入金」（長期借入金・短期借入金）は、ゼロで

あることから、健全な財務体質を維持していると言えます。 

 

『有形固定資産』（※１）は、２つの学校の移転に伴う校舎改修工事・什器備品の購入

等、学園全体で約１０億円の固定資産を取得しましたが、固定資産に係る年間減価償却

額が１５億円と、固定資産の取得額を上回った事で、固定資産全体では前年度比５億３

千７百万円の減少となりました。 

『その他の固定資産』（※２）は債券の償還が９億円あった事などから７億６千万円の

減少となりました。 

『流動負債』（※３）は、Ｒ５年度末に計上していた静岡駅前キャンパス移転関連費用

の未払金がなくなった事による反動減や、各部門のＲ７年度新入生が前年度比で減少し

た事に伴う入学金・授業料前受金の減少等により流動負債は５億７千６百万円の減少と

なりました。 
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ウ）活動区分資金収支計算書の分析 

令和６年度期末の「現預金残高」は、令和５年度期末残高４０億９千８百万円から 

１億４千６百万円増加した４２億４千４百万円となりました。 

 

   『教育活動による資金収支』（※１）では、「学納金」など本業の収入が支出を上回り 

５億８千５百万円の資金増となりました。 

『施設整備等活動による資金収支』（※２）では、静岡インターナショナル・エア・リ

ゾート専門学校、沼津日本語学院（現：静岡日本語学院）の移転に伴う校舎改修工事・什

器備品の購入約５億円の他、大学の海洋ＤＸ事業に係る機器の取得約１億円、静岡駅前

キャンパス移転に係る令和５年度末未払金の支払等により１１億３千３百万円の資金減

となりました。 

『その他の活動による資金収支』（※３）では、保有債券の満期償還万９億円などによ

り６億９千５百万円の資金増となりました。 

 

「施設整備等活動による資金収支」による資金減（約１１億３千万円）があったが、

「教育活動による資金収支」、「その他の活動による資金収支」において資金増（合計約

１２億８千万円）となったため、令和６年度末の現預金残高は、前年度末比で１億４千６

百万円増の、４２億４千４百万円となりました。 

 

活動区分資金収支計算書 現預金残高の推移            （単位：百万円） 
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エ）経営判断指標に基づく学校法人経営状況の区分による分析 

   日本私立学校・共済事業団の指標に基づき自己診断したところ、本法人はＡ3 区分

に分類され、財務状況は「正常状態」にある。 
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② 経営上の成果と課題 

 

 

【成果】 

・静岡駅前キャンパスへの移転効果もあり、令和６年度は法人全体の入学者数は前期比＋

２１３名となり、在籍者数も８，３１４名(前期比＋５８名)と過去最高となった 

・静岡インターナショナル・エア・リゾート専門学校と沼津日本語学院(現：静岡日本語学

院)の移転計画について、予定通りに移転を完了させる事ができた。 
・令和７年度からの私学法改正に向け、寄附行為を含めた諸規則の改正・制定を滞 
りなく実施した 

・教職員エンゲージメント向上に資するために３０年ぶりに基本給のベースアップ 
を実施した 

・本部機能の静岡駅前キャンパスへの移転とともに本格的に活動を開始した地域協 
働センター(SIST コラボスクエア)では、各種講座・イベントの開催を通じ、産官 
学連携・地域連携・社会人教育に資する活動を行った 

【課題】 
・移転等の大型設備投資に伴う減価償却額の負担増、物価の高騰、ベースアップ等 

により経常経費が大幅に増加し、令和６年度は赤字となった。今後はコスト構造 

の見直しによる経費の低減が課題となる 

・令和７年度生の募集活動において、特に大学・専門学校部門が苦戦し、目標を大きく下

回る入学生数となった。安定的な学園運営、早期の収支黒字化に向け、次年度以降、各

部門とも入学者目標の必達が課題となる 

 
 
 

③ 今後の方針・対応方策 
 

令和６年度までの成果と課題に基づき、今後の方針、対応方策を次の通りとします。 

① 健全経営基盤の確立を目指し、学生生徒・保護者目線での募集戦略による入学者

目標の必達とコストの削減への取り組み 

② 長期的な視点に立った生き残りのための競争戦略の策定のために、外部コンサル

タントの力も取り入れたプロジェクトへの取り組み 

③ 組織力の強化に資するための教職員のエンゲージメント向上への取り組む 

④ 業務改革プロジェクトを立ち上げ、業務改革・業務ＤＸ化の推進により業務の効

率化・省力化を図っていく 

⑤ 産学官連携・社会人教育・地域連携事業等の更なる拡充を通じた静岡駅前キャン

パスの認知度向上と、学園のプレゼンスの向上 

⑥ 静岡駅前キャンパスの活動と連携し、学園のブランディングと各校の募集戦略の

最適化を推進する 
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本法人の会計は、 

学校法人会計は、「学校法人会計基準」 

    収益事業会計は、「一般に公正妥当と認められる企業会計の原則」 

に準拠しております。 

 

【学校法人会計における各計算書の定義】 

 
貸 借 対 照 表：年度末における財政状態を表すもので、学校法人の教育活動を維持・継続するために、 

必要な保有資産の状況を示すための会計資料です。 
 
資金収支計算書：学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入および支出の内容と、 

支払資金の収入および支出の顛末を明確に示す会計資料です。 
 
活動区分資金収支計算書：資金収支計算書の収支内訳を「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」の 
        ３つの活動区分に分類し、資金の流れを示す会計資料です。 
 
事業活動収支計算書：学校法人が当該会計年度の事業活動における収入および支出の内容と、収支の均衡状

態を明確にし、永続的な維持・運営をするための会計資料です。 
「事業活動収支」「事業活動外収支」と「特別収支」に区分され、その収支差額の合

計（＝基本金組入前当年度収支差額）から基本金組入額を差し引いたものが「当年度

収支差額」であり、学校会計では収支均衡が求められています。また、繰越収支差額

において学校法人の純資産の増減が計算され、長期の収支バランスを見ることができ

ます。 
 

【各科目の平易な説明】 
 

資金収支計算書の科目 

（収入） 

学生生徒納付金収入：学生生徒からの授業料や入学金など。 

手 数 料 収 入：入学検定料や証明書発行手数料など。 

寄 付 金 収 入：教育研究のための寄付金や用途指定のない寄付金。 

補 助 金 収 入：国や地方公共団体からの補助金。 

資産売却収入：固定資産の売却収入、有価証券の売却収入。  

付随事業・収益事業収入：スクールバス、受託研究などの収入、また、収益事業からの収入。 

受取利息・配当金収入：預金や有価証券等の利息。 

雑 収 入：上記の収入以外の収入。退職者に対する退職金財団からの交付金など。 

借 入 金 収 入：私学振興・共済事業団や銀行からの借入による収入。 

前 受 金 収 入：翌年度に入学する学生生徒に係る学生生徒納付金など。 

その他の収入：前期末未収入金収入、貸付金回収収入、預り金受入れ収入など。 

資金収入調整勘定（△）：当該年度の諸活動に対応する収入のうち、資金の収入が当年度中に行われず、前年度

又は翌年度に行われる収入項目に対応する勘定。期末未収入金（当該年度に計上すべ

き収入で翌年度以降に入金されるもの）、前期末前受金（当該年度に計上すべき収入

で前年度以前に入金されたもの）など。 

前年度繰越支払資金：前年度の支払資金残高。 
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資金収支計算書の科目 

（支出） 

人 件 費 支 出：教職員の人件費や退職金など。 

教育研究経費支出：教育・研究活動に直接要する経費。減価償却額は事業活動支出のみに計上。 

管理経費支出：役員の業務執行、教職員の福利厚生など管理運営の経費 及び学生募集に要する経費。 
借入金利息支出：借入金に対する利息。 

借入金返済支出：借入金の返済。 

施設関係支出：土地、建物などの固定資産への支出。 

設備関係支出：備品、図書、車両などの固定資産への支出。 

資産運用支出：有価証券の購入支出や特定資産への繰入支出など。 

その他の支出：預り金支払支出、前払金支払支出など。 

資金支出調整勘定（△）: 当該年度の諸活動に対応する支出のうち、資金の支出が当年度中に行われず、前年度

又は翌年度に行われる支出項目に対応する勘定。期末未払金、前期末前払金など。 

翌年度繰越支払資金：年度末の支払資金残高。 

 

事業活動収支計算書の科目 

（教育活動収支：収入） 

学生生徒等納付金：学生生徒からの授業料や入学金など。 

手 数 料：入学検定料や証明書発行手数料など。 

寄 付 金：施設設備以外の寄付金や用途指定のない寄付金。 

経常費補助金：国や地方公共団体からの補助金のうち施設設備以外の補助金。 

付随事業収入：スクールバス、受託研究などの収入。 

雑 収 入：上記の収入以外の収入。退職者に対する退職金財団からの交付金など。 

（教育活動収支：支出） 

人 件 費：教職員の人件費や退職金など。 

教育研究経費：教育・研究活動に直接要する経費。減価償却額が含まれる。 

管 理 経 費：役員の業務執行、教職員の福利厚生など管理運営の経費 及び学生募集に要する経費。 
減価償却額が含まれる。 

徴収不能額等：債権（主に貸費奨学金）の回収不能に対する引当金の繰入額など。 

（事業活動外収支：収入） 

受取利息・配当金：預金の利息や有価証券等の運用益。 

その他の教育活動外収入：上記以外の教育活動外収入。収益事業収入。 

（事業活動外収支：支出） 

借入金等利息：借入金に対する利息。 

その他の教育活動外支出：上記以外の教育活動外支出。通常、本学では該当する支出はない。 

（特別収支：収入） 

資産売却差額：固定資産や有価証券を売却した際の対価が、帳簿残高を上回った場合の差額。 

その他の特別収入：施設設備の寄付金や現物寄付、施設設備の補助金など。 

（特別収支：支出） 

資産処分差額：固定資産や有価証券を売却（処分）した際の対価が、帳簿残高を下回った場合の差額。 

その他の特別支出：上記以外の特別支出。災害損失や過年度修正額が挙げられるが、通常は発生しない。 

基本金組入前当年度収支差額：経常収支差額＋特別収支差額で計算される。 

基本金組入額合計（△）：諸活動に必要な資産を継続的に保持するために維持すべき額として組み入れる額。 

当期に取得した固定資産の額など。 
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学校法人会計の特徴と企業会計との相違点

資金収支計算書

※１　期末未払金など当該会計年度に含めない資金

※２　前期末前受金など当該会計年度に含めない資金

活動区分資金収支計算書 キャッシュフロー計算書

Ⅰ 教育活動による資金収支 Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー

Ⅱ 施設整備等活動による資金収支 Ⅱ 投資活動によるキャッシュフロー

Ⅲ その他の活動による資金収支 Ⅲ 財務活動によるキャッシュフロー

Ⅴ 前年度繰越支払資金 Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 翌年度繰越支払資金（Ⅳ+Ⅴ） Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高（Ⅳ+Ⅴ）

事業活動収支計算書 損益計算書

貸借対照表 貸借対照表

当年度収支差額

特別支出

基本金組入前当年度収支差額（＝③＋④）

基本金組入額合計

法人税、住民税及び事業税

当期純利益

特別収支差額④

剰余金

一定時点における資産、負債、純資産の内容及び金額を示
し、企業の財政状態を明らかにする計算書。
原則として、流動性配列法となっている。

年度末における資産、負債、基本金、繰越収支差額の内容及
び金額を示し、学校法人の財政状態を明らかにする計算書。
学校法人における固定資産の重要性から、固定性配列法と
なっている。

基本金

繰越収支差額

流動負債

固定負債
固定資産

資本金

流動資産
固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

翌年度繰越支払資金

支出調整（※１）

当該会計年度における諸活動に関する全ての事業活動収入及
び事業活動支出の内容及び収支均衡の状態を明らかにする計
算書。
「収支の均衡」とは、自己資金で取得した固定資産の取得額
である基本金組入額分を事業活動収入と事業活動支出の差額
から控除した後の金額が、０である状態をいい、一般的に学
校法人会計では収支が均衡していることが望ましいとされて
いる。

教育活動外収入

特別収入

教育活動収入

教育活動支出

Ⅳ 支払資金の増減額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）

資金収支計算書に記載される資金収入および資金支出の決算
額を「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」の３
つの活動に区分し、どのような活動により資金が流れている
かを表す計算書。

前年度繰越支払資金

収入調整（※２）

教育活動外収支差額②

教育活動収支差額①

経常収支差額③（＝①＋②）

教育活動外支出

学校法人とは、私立学校の設置を目的として、私立学校法の定めるところにより設置された法人のことを指します。
企業が営利を目的とした事業活動を行うのに対し、学校法人は学校運営により教育研究活動を遂行することを目的としています。
学校法人は、学生生徒へ質の高い教育研究活動を提供するため、安定した経営の元、その活動を永続的に継続維持していくことが求め
られており、その目的の違いから、企業会計とは異なる「学校法人会計基準」に従い会計処理を行います。
学校法人会計基準により作成が義務付けられている「資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」の計算書と企業会計に
おける計算書には下記のような相違点があります。

当該会計年度における諸活動に関する全ての収入及び支出の
内容を明らかにし、資金（現金及び預金）の収入及び支出の
顛末を表す計算書。

学 校 法 人 会 計 企 業 会 計

資金支出 資金収入

営業外費用

特別利益

特別損失

税引前当期利益

経常利益

当該会計年度における現金及び預金の流入出を示す計算書。
「営業活動」「投資活動」「財務活動」の3区分で表示され
ており、資金がどのような活動により流動したかを表す。

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）

当該会計年度における全ての収益と費用とを対比し、経営成
績（収益の状態）を明らかにする計算書。

　　　　　　　売上高

営業外収益

営業利益

　　　　　　　　売上総利益

　　　　　　　　販売管理費

　　　　　　　売上原価
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